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第 1 章  本調査研究事業の背景、目的、概要 

 

 

1. 本事業の背景 

①適切なケアマネジメント手法のねらいと特徴 

健康寿命の延伸や世帯構成の変遷に伴い、要介護高齢者及び世帯の状況が変わり、要介護

高齢者数が増えるとともにケアマネジメントで対応すべき範囲も広がってきている。こうした社会環

境の中で、介護保険制度の理念である尊厳の保持と自立支援を踏まえ、本人のこれまでの暮らし

をできるだけ継続できるよう支えていくために、介護支援専門員にはこれまで以上に多職種連携を

推進し、生活の継続、意思決定の支援、また疾患の再発予防や重度防止の観点から、その人や

世帯にあった支援内容を、専門的な知見に基づいて調整し、組み立てることが期待されている。 

適切なケアマネジメント手法は、支援内容のレベルでまず仮説を持ったうえで、その必要性の検

証や個別化のために多職種連携を通じて情報の収集・分析を行って、アセスメントやモニタリング

の効果を高めることをねらいとした考え方である。各領域においてエビデンスが蓄積されている支

援内容に基づいて仮説として持つべき「想定される支援内容」を体系的に整理したものであり、こ

れまでに「基本ケア」と「疾患別ケア」のそれぞれについて検討と検証が重ねられてきた。ただし、

本手法で対象としているのは疾患などの状況によって共通化できる支援内容の知見を整理したも

のであるので、例えば個人の性格や嗜好性、周囲の人との関係性など個人因子に関わる部分ま

でを捉えたものではない。 

ケアマネジメントが、利用者本人の尊厳の保持、そして自己決定の支援を前提としている以上、

当然、個人因子を踏まえたケアマネジメント実践が必要である。認知性の要介護高齢者の割合が

今後大きくなることも踏まえると、そうした実践は今後さらに重要になるだろう。だからこそ、そうした

実践に意識を向けられるようにするためにも、共通化できる知見については体系化して理解を深

め、時に振り返って確認できるようにしておくことが有効である。適切なケアマネジメント手法は、こ

うしたねらいを持って検討・整理されてきたものである。 

 

②適切なケアマネジメント手法の活用場面と課題 

こうした検証での回答も踏まえ、これまでの議論において、本手法の活用シーンとして、1)チェッ

クリストとして活用する自己点検での活用、2)事例を用いた研修での活用、３）多職種が参加する

カンファレンスでの活用、の 3 つが具体的に効果の大きい活用シーンであると整理された。 

ただし、まず想定される支援内容の仮説を持ってから情報の収集分析を行うという考え方への

理解や、項目数の多い膨大な情報の理解には一回だけの研修では不足であること、実践で活用

するには連携する他の職種や個別サービスにも本手法の概要を知ってもらう必要があることなどが、

活用を推進するうえでの課題であった。 

これまでに複数年にわたる事業の検証で使われたツールの継続的改善により、介護支援専門
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員の多くに伝わりやすい説明内容や、説明における留意点が整理されてきたところであり、今後は

これらの蓄積を踏まえて、広く多くの介護支援専門員及び他の職種への普及推進のための取り組

みの展開に向けた具体的な取り組みを検討が必要とされていた。 

 

 

2. 本事業の目的 

前項に示した背景を踏まえ、今後、多くの介護支援専門員が本手法を理解して活用できるよう

にするためのテキスト等のツールとそれを習得するための研修手法をとりまとめることを、本事業の

目的とした。テキスト等のツールについては、他の専門職に対して本手法を説明する際にも活用

できるよう、本手法の概要や特徴について簡便に理解できるようなものをとりまとめることとした。 

なお、すべての介護支援専門員に本手法を普及するには、介護支援専門員養成研修（法定研

修）に本手法を盛り込むことも有効だが、法定研修カリキュラム等の在り方は令和 3 年度以降に見

直すこととされており、見直し後のカリキュラムに基づく新しい法定研修が実施されるのは、カリキュ

ラム見直し後 2～3 年を要する。したがって、法定研修が見直されるまでの間にも本手法の活用を

広めるためには、指導者層を養成するとともに、本手法の活用に関心を持つ層を見極めて、集中

的に普及推進する必要もあることから、介護支援専門員向けの調査を実施し、関心のある層に対

する普及推進方策をとりまとめることも併せて実施した。 

 

 

3. 実施内容 

①介護支援専門員向けアンケート調査の実施 

適切なケアマネジメント手法を、法定研修以外の場面で普及推進する方策を検討するため、全

国の介護支援専門員を対象としたアンケート調査を実施した。 

調査手法にはインターネットアンケートを採用し、自己研鑽やケアマネジメント実践上の課題等

の調査に加えて、本手法の概要やねらいを解説した約 15分の動画や資料を閲覧してもらったうえ

で本手法の活用可能性に対する意見を聞き取りする設計とした。こうした方法を採ることにより、初

めて本手法を知る介護支援専門員の、本手法の活用に対する意見・意向を把握でき、その結果

を分析することで、本手法に関心の高い層、つまりまず活用推進のターゲットとすべき層がどのよう

なものなのかを捉え、今後の段階的な展開方策の検討材料とした。 

 

②手法を分かりやすく普及するツールの作成 

本手法のねらいや概要など基本的な事項について、初めて本手法を学ぶ介護支援専門員や、

ケアマネジメントの実践において連携する他の職種向けに分かりやすく説明する資料として、説明

動画と小冊子（手引き）を作成した。いずれも、これまでの適切なケアマネジメント手法の検討過程

で実施した検証等で利用した説明資料とそれに対する検証参加者の反応、意見等を踏まえ、初
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めて本手法を知る人でも、より分かりやすく理解しやすい内容となるように検討、作成を行った。 

なお、説明動画については、前項①でも示したように介護支援専門員向け調査でも活用した。 

 

③研修手法の検討 

適切なケアマネジメント手法をしっかりと理解するためには、単発の研修では不足であるとの課

題認識に基づき、個別事例に当てはめた学習手法（アクションラーニング）を前提とした介護支援

専門員向けの連続研修プログラムの検討を行った。 

なお、検討にあたっては、既に任意研修として連続研修を実施している地域における研修手法

とその参加者へのヒアリング調査、さらに参加者が適用した事例における効果の聞き取り調査も実

施し、それらの検討材料を踏まえ、全国に広げていくための現実的な研修プログラムとしてとりまと

めた。 

 

④ワーキンググループでの検討 

前項①～③を実施するため、実務者を中心としたワーキンググループを設置し、検討を行った。

なお、適切なケアマネジメント手法の策定の議論の一環で、活用方法やその普及推進の方法に

ついても議論がなされており密接不可分であることから、本手法の検討を実施している「適切なケ

アマネジメント手法の策定に向けた調査研究事業」のワーキンググループと同じ構成員とした。 

そのうえで、手法の策定に関する議論と併せて行われる普及推進に関する議論は、「適切なケ

アマネジメント手法の策定に向けた調査研究事業」のワーキンググループにおける検討として位置

づけて実施し（図表 2）、それら検討結果も踏まえた、介護支援専門員向けアンケート調査やその

結果も踏まえた連続研修プログラムの検討については、本調査研究事業におけるワーキンググル

ープとして位置づけ、検討を行った（図表 1）。したがって、本調査研究事業におけるワーキンググ

ループとして位置づけた検討は、「適切なケアマネジメント手法の策定に向けた調査研究事業」の

ワーキンググループの検討が終了した後の 2 回となっている。 

 

図表 1 本事業において開催したワーキンググループにおける検討経緯  

回 日程 主な検討事項 

第１回 令和３年２月 28 日 

・ 見直し後の「適切なケアマネジメント手法」の活

用場面、活用方法について 

・ 普及のためのツールについて 

・ 介護支援専門員向けアンケート調査及び連続研修

に関する調査について 

第２回 令和３年３月 23 日 

・ 介護支援専門員向けアンケート調査及び連続研修

に関する調査について 

・ 次年度以降に展開すべき普及推進施策について 
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図表 2 「適切なケアマネジメント手法の策定に向けた調査研究事業」において開催した 

ワーキンググループにおける検討経緯 

回 日程 主な検討事項 

第１回 令和２年９月４日 

・ 基本ケアの見直し検討方針について 

・ 基本ケアの再整理について 

①項目構成案について 

②疾患別ケアから基本ケアへ統合可能な項目につ

いて 

第２回 令和２年 10 月 17 日 
・ 基本ケアの再整理 

①大項目（長期）名称の見直し 

②中項目（短期）構成及び名称の見直し 

第３回 令和２年 11 月７日 

・ 基本ケアの再整理 

①中項目構成見直し及び名称の見直し 

②大大項目の設定 

・ 今後の普及方策について 

第４回 令和３年１月 23 日 

・ 「基本ケア」の再整理（キーワード以降の検討） 

・ 「認知症」修正案の検討 

・ 「誤嚥性肺炎の予防」修正案の検討 

・ 適切なケアマネジメント手法の普及に向けた方策

の検討 

 

 

図表 3 ワーキンググループ委員名簿（五十音順） 

※「適切なケアマネジメント手法の策定に向けた調査研究事業」ワーキンググループと同じ委員で構成 

氏 名 所属先・役職名 

石山 麗子 国際医療福祉大学大学院 医療福祉経営専攻 教授 

遠藤 征也 一般財団法人長寿社会開発センター 常務理事 

大峯 伸一 一般社団法人宮崎県介護支援専門員協会 副会長 

落久保 裕之 
一般社団法人広島市西区医師会 副会長  

一般社団法人広島県介護支援専門員協会 会長 

○川越 正平 あおぞら診療所 院長 

齊藤 眞樹 社会医療法人仁生会 西堀病院 企画部・地域包括支援部 部長 

水上 直彦 石川県介護支援専門員協会 副会長 

村田 雄二 特定非営利活動法人 静岡県介護支援専門員協会 会長 

○印：座長 
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第 2 章  適切なケアマネジメント手法の活用と普及推進に係る課題 

 

 

1. 適切なケアマネジメント手法の検討の背景 

(1) ケアマネジメントを取り巻く環境変化 

ケアマネジメントは利用者のこれまでの暮らしやその人の意向を踏まえ、尊厳を保持した生活を

できるだけ継続できるような支援体制を整える専門的な役割である。具体的には利用者本人や家

族による自己決定を尊重し、その実現に向けて本人や家族との関係性の構築に基づき、地域の

様々な社会資源を整えていくマネジメントを行う。 

したがって、利用者や家族の人物像あるいは生活像、及び生活する地域の社会資源のありよう

の変化に合わせて、ケアマネジメントにおいて取り扱うべき内容や留意点も変化する。 

 

まず利用者の人物像に目を向ければ、要介護高齢者数の人数が増えるだけでなく、要介護高

齢者及びその世帯の生活像も併せた変化がある。まず、健康寿命の延伸に伴う、高年齢の要介

護高齢者の増加が挙げられる。 

 

図表 4 要介護者等の年齢階級別構成割合の推移 

 

（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査の概況」より 
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さらに要介護高齢者の平均年齢が高まったことにより、複数の疾患を持つ利用者の割合が大き

くなったり、認知症のある高齢者の割合が大きくなったりする。必然的に、ケアマネジメントにおい

ても医療依存度の大きい利用者や認知機能の低下がある利用者が、住み慣れた地域での生活を

継続できるように支援する視点が、これまで以上に求められるようになる。 

 

図表 5 65 歳以上の認知症患者の推定者と推定有病率 

 

（出所）内閣府「平成 29 年版高齢社会白書」より 

 

要介護高齢者の平均年齢が高まったこと、あるいは現役世代を含むわが国全体における家族

構成の変化を受け、独居の世帯の割合も大きくなっている。 

 

ケアマネジメントでは、利用者や家族の意向に基づき相談援助過程を通じてニーズを具体化し、

見通しを共有し、生活の継続を支えるための社会資源の調整を行う。上記に挙げたような要介護

高齢者及び世帯の状況の変化は捉えるべきニーズに大きく影響を与える背景であり、今後もより

質の高いケアマネジメントを実現するためには、まずこれらの背景を踏まえそれに対応するケアマ

ネジメントの機能を充実させる必要がある。 
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図表 6 65 歳以上の一人暮らしの方の動向 

 

（出所）内閣府「令和 2 年版高齢社会白書」 

 

 

(2) ケアマネジメントに求められるもの 

①ケアマネジメントで捉えるべき範囲の広がり 

ケアマネジメント（居宅介護支援）の役割は、「居宅要介護者が指定居宅サービス等の適切な利

用等をすることができるよう、当該居宅要介護者の依頼を受けて、その心身の状況、その置かれて

いる環境、当該居宅要介護者及びその家族の希望等を勘案し、居宅サービス計画を作成すると

ともに、当該居宅サービス計画に基づく指定居宅サービス等の提供が確保されるよう、第四十一

条第一項に規定する指定居宅サービス事業者、第四十二条の二第一項に規定する指定地域密

着型サービス事業者その他の者との連絡調整その他の便宜の提供を行」うものとされているi。した

がってこの役割を狭義に捉えれば、ケアプランを作成して居宅サービス調整等を行うもの捉えるこ

ともできる。 

しかし、前項に示したような変化に伴い、利用者の生活の継続の支援のためには、介護給付サ

 
i 介護保険法第 8 条 24 項 
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ービスの調整だけでは対応が難しいニーズについてもケアマネジメントで捉えなければならなくな

っている。具体的には、日常生活の支援にかかわるもののほか、サービス契約や手続に関わる支

援、利用者の家族に対する支援などである。 

こうしたニーズの中には、介護給付サービスの対象とならないニーズも含まれているため、地域

の社会資源（インフォーマルサポートや自費サービスなど）を探して調整することがケアマネジメント

に求められる。必然的に、医療と連携した介護給付サービスの調整だけを取り扱う場合よりも、収

集・分析すべき情報の範囲が広くなり、利用するサービスの範囲も広がるため連絡調整の負担もよ

り大きくなる。 

このように利用者の生活の継続の支援に関わる関係者が多くかつ幅広くなる中で、介護支援専

門員が限られた時間で適切なケアマネジメント実践を行うためには、ケアに関わる関係者の間で

共有できる考え方や知見を整え、コミュニケーションを円滑にする必要がある。介護支援専門員は

多職種連携の要として、チームが機能するように形成する役割も担うことから、円滑な多職種連携

の実現のために、まず介護支援専門員が多職種間で共有しうる考え方や知見を持つことが求めら

れる。 

 

②円滑な多職種連携のために介護支援専門員に求められる知見 

利用者一人ひとりの尊厳を保持した生活をできるだけ継続する支援体制を整えることを目指す

以上、ケアマネジメントには、一人ひとりに合わせて個別化した実践が求められる。一人ひとりの生

活のありようはそれぞれ異なるし、さらにその人の持つ興味や関心、ストレングス、性格など、個人

因子も考慮すれば、どれ一つとして同じマネジメントはない。ただし、生活の継続を支えるうえでど

のような点に留意する必要があり、どのような社会資源の組み合わせが考えられるか、といった観

点についていえば、利用者や家族の状態によってある程度共通する知見もある。 

つまり、個人因子に関わる領域を中心に個別化した実践が当然求められる一方、ケアマネジメ

ントの実践の基礎となる専門的な知見には共通的な部分も多くあるということだ。こうした共通的な

知見が正しいものでありi、かつ他の職種とも合意し共有できるように整理された内容であることが、

チームとして効果的なケアを円滑に実施する多職種連携の実現の要件にもなるii。 

 
i ここでいう正しさは、ケアを構成する各領域（医学、看護学、薬学、リハビリテーション学、社会福祉学、介

護福祉学、栄養学など）において、臨床実践と学術研究の蓄積の成果として正しいとされた知見を指す。

ただし、ケアマネジメントは生活全般を広範に対象としており、かつ長期間に渡る本人の生活を視野に入

れることから現時点で十分なデータが蓄積されておらず、今後、「LIFE」の活用によってデータの蓄積が推

進されていく予定である。ケアマネジメントが目指すものが、本人の尊厳の保持であり、目指す生活の継続

であったりすることから、必ずしも定量的な検証だけが正しさの判断基準といえない点に留意が必要であ

る。 
ii 地域包括ケア研究会「地域包括ケアシステムを構築するための制度論等に関する調査研究事業 報告

書」（平成 26 年 3 月）では、「「尊厳の保持」「自立生活の支援」のための仕組みを、「住み慣れた地域」で

実現する上で、自治体は中心的な役割を果たす」としたうえで、「実際の構築に向けては、自治体には、地

域住民に加え、支援・サービスに携わる事業者や団体等にも働きかけ、目標像を共有していく「規範的統

合」が求められる」とされている。 
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介護保険制度の創設から 20 年超が経過しケアマネジメントの実践及び個別領域におけるケア

の実践によって、多くの知見が蓄積されてきた。こうした知見の蓄積があるからこそ、これまでに各

領域及びケアマネジメントの領域で蓄積された知見の中から共通化できるものについては共通化

して整理し、介護支援専門員がそうした知見を活用できるようにする必要がある。 

繰り返しになるが、ここに挙げた共通化できる知見は、ケアマネジメントの実践の一部であり、個

人因子を踏まえた個別化など、共通化に馴染まない点もある。こうした限界を理解したうえで、共

通化された知見についてはこれを活用することで多職種連携を推進し、個別的に対応する必要が

大きい領域に多くのリソースを割くような実践のあり方が、これからのケアマネジメントには求められ

ている。 

 

2. 適切なケアマネジメント手法のねらいと特徴 

(1) 適切なケアマネジメント手法の位置づけと考え方 

ここまでに示した経緯も背景として、平成 28 年 6 月 2 日に閣議決定された「ニッポン一億総活

躍プラン」において「ケアマネジメントの質の向上」が掲げられ、その中で「適切なケアマネジメント

手法の開発と普及」に 2015 年度から 2026 年度までの 10 年間に渡って取り組むことが示された。 

 

図表 7 ニッポン一億総活躍プランにおける「適切なケアマネジメント手法の策定」の位置づけ 
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なお、ここでの「適切なケアマネジメント手法の開発と普及」は、介護分野における生産性の向

上の一環として位置づけられており、介護分野において自立支援の効果を高める手法を整理して

展開する必要があるとの議論から位置づけられた施策である。そのため、検討の当初段階では、

ある状態に対しサービス種別とサービス回数の組み合わせを定められないかとの考え方が示され

た経緯もある。いわゆる「ケアプランを標準化」しようとする考え方である。 

しかし、こうしたアプローチでは、次の 2 つの理由から現状では、効果的なものを実現するのが

難しい。第一に、要介護高齢者の生活を継続する支援の効果を生むためには、具体的な支援内

容のレベルで、目指す生活の目標と状態に応じたものを選択し調整する必要があるためである。

サービス種別やその回数を決めただけでは意味がなく、利用者本人の尊厳ある生活の継続につ

ながるような具体的な支援内容を見定めて、それをサービス事業者や他の専門職とも連携して実

施することに意味がある。 

第二に、利用者や家族の意向やストレングスを活かした具体的な支援内容を想定すると、個人

因子を考慮する必要があり、ケアプランに記載される支援内容は標準化に馴染みにくいためであ

る。例えば、支援内容に「服薬支援」と位置づけるだけであれば、状態に照らして標準化することも

可能だろうが、利用者が指示どおりの正しい服薬を継続できるようにするためには、「服薬支援」を

実現するうえでの課題分析とそれを踏まえた支援内容の設定が必要になる。例えば、服薬の必要

性や服薬方法の理解、薬を飲むことを忘れないこと、服薬の準備（薬の管理、セッティング）、服用

すること（飲み薬を飲む、張り薬を貼るなど）といったように、服薬支援を一つとっても数多くの工程

のどの部分に支援が必要かを見極め、その人に合った支援内容を位置づけることが重要である。

さらに言えば、その人の服用する薬の種類や ADLの程度、同居する介助者の有無や介助者の介

護能力によっても支援内容が異なる。ケアプランに位置づける支援内容に関する体系的な整理が

ない中で、ここまで細かい支援内容の標準化を実現するのは困難である。 

 

以上のような検討経緯を経て、適切なケアマネジメント手法では次の 2 つの視点から、手法を検

討することとした。 

第一に、ケアプランの標準化ではなく、ケアマネジメント（プロセス）の標準化を念頭に置くことで

ある。具体的には、知識・経験ともに豊富な介護支援専門員によるケアマネジメントプロセスの実

践を参考に、体系的な知見を有することを前提に、仮説を立ててから効率的かつ詳細な情報収集

を実施するような業務の流れを想定し、利用者の状態に応じてどのような仮説が考えられ、その検

証のためにどのような情報の収集が必要かを整理するアプローチを採った。 

第二に、上述した第一の視点における「仮説」を支援内容のレベルで捉えることである。サービ

ス種別やその利用回数のレベルではなく、支援内容のレベルで考えることにより、利用者の生活

の継続を支援するための個別化された支援内容を検討しやすくなり、結果的に情報収集・分析を

効率化したり多職種連携が円滑化したりといった効果が期待された。 
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(2) 適切なケアマネジメント手法のねらいと特徴 

適切なケアマネジメント手法は、要介護高齢者のケアマネジメントにおいて介護支援専門員が

専門職として持つべき知見のうち、利用者の状況に応じて共通的な知識を体系的に整理したもの

である。これを活用することでケアマネジメントの水準を引き上げるとともに多職種連携を円滑化す

ることをねらいとしている。 

ここでいう共通的な知識とは、ケアに関わる各領域においてエビデンスが蓄積された支援の知

見であって、それらを介護保険制度の理念である尊厳の保持と自立支援の観点も踏まえて体系

的に整理したものであり、具体的な「想定される支援内容」に着目している点が特徴である。 

また、個別サービスにおける支援内容のレベルで仮説を持ち、その必要性や個別化の可能性

を検討・検証するために情報を収集・分析するという考え方を前提としている点も特徴である。これ

までに、ケアマネジメントプロセスとして示されてきた考え方は、まず網羅的、包括的に情報を収集

してその分析に基づいて課題を抽出するという考え方である。しかし、生活全般を捉えて真に網羅

的な情報収集を実践しようとすると、情報収集に膨大な時間を要する。 

収集した情報の中から何が課題なのかを分析して抽出するには、相応の知識と技術、経験が

必要であり、経験年数の短い介護支援専門員にとってはこの情報収集と課題抽出に難しさを感じ

ている者も多い。しかし、知識も経験も豊富なベテランの介護支援専門員は、情報収集に着手す

る前に、利用者や家族の概況を把握した段階で、その状況に応じて想定される支援内容の仮説

を持ち、その必要性の検証のためあるいは個別化のために必要な情報収集に注力している。この

ようなアプローチを採ることにより、効率的かつ効果的なケアマネジメント実践が実現できる利点が

ある。ただし、その介護支援専門員が考える仮説が誤った知識あるいは偏った知識に基づいてい

ると、必然的にそのケアマネジメント実践も不適切なものになる恐れがある。したがって、本手法で

は、まず仮説を持ちその検証や具体的検討のために情報収集するアプローチを前提に、その仮

説が適切なものとなるよう各領域においてエビデンスのある支援内容を整理した。 

 

3. 適切なケアマネジメント手法の普及推進の方向性 

(1) 適切なケアマネジメント手法の普及推進における課題 

これまでの本手法の検討を進める過程で、検証のために介護支援専門員に手法の検討案を事

例に当てはめて試用し、その活用可能性に関する調査を実施してきた。こうした検証結果では、多

くの介護支援専門員が本手法の活用が、アセスメントやモニタリングの段階での情報収集の効率

化や、ケアプラン原案の検討（特に想定される支援内容の具体化）に役立つと回答している。さら

に、想定される支援内容を具体的なレベルで言語化できるため、他の職種やサービス事業所との

情報共有や連携が円滑化するとの効果も検証された。 

こうした検証での回答も踏まえ、これまでの議論において、本手法の活用シーンとして、1)チェッ

クリストとして活用する自己点検での活用、2)事例を用いた研修での活用、３）多職種が参加する
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カンファレンスでの活用、の 3 つが具体的に効果の大きい活用シーンであると整理された。 

ただし、本手法の活用における課題として次の 3点が明らかになっている。第一に、支援内容の

レベルでまず仮説を持ってから情報収集や分析をするというアプローチへの理解が難しいことが

挙げられる。こうしたアプローチに不慣れな介護支援専門員にとっては 2 つの慣れ、つまりまず仮

説を持ってから考えるという思考過程への慣れ、そしてサービス種別ではなく支援内容のレベルで

考えることへの慣れが必要になる。この考え方をまず捉えられるようにすることが、本手法を活用す

るうえでの壁になる。 

第二に、項目数が多くそれぞれの項目に関わる情報量も多いため、理解するのに多くの時間を

要することだ。実際、単発の研修ですべてを理解するのは困難であり、連続研修や継続的な自己

研鑽が必要となる。 

第三に、多職種連携で効果を得るためには介護支援専門員だけでなく、他の職種やサービス

事業者にも本手法のねらいと特徴、概要までは理解してもらう必要があることだ。本手法は、各領

域で培われた知見を踏まえて構成しており、多職種連携の共通言語とすることをねらいとしている。

したがって、本手法の概要を、短時間で分かりやすく他の職種にも共有する工夫が求められる。 

 

(2) 適切なケアマネジメント手法の普及推進の方向性 

① 基本的な考え方 

適切なケアマネジメント手法は、要介護高齢者の状況におうじて共通化できる知見であり、特に

「基本ケア」は利用者や家族の生活の継続を支える基盤となるものであり、すべての介護支援専

門員がこれを習得することが期待される水準のものである。本手法はあくまでも疾患等に着目して

共通化できる知見の部分を整理したものであるから、これがケアマネジメント実践のすべてではな

い。個人因子を考慮してさらに個別化する過程や、利用者の意思を形成したり表出したりすること

を支援する過程など、本手法で整理した知見だけでないケアマネジメント実践において重要な機

能が他にも多く存在する。そうしたケアマネジメントに求められる機能をより充実させるためにも、本

手法の内容を基本的な知識として修得し、ケアマネジメント実践で活用できることを目指す必要が

ある。 

令和 2 年 12 月 23 日に示された社会保障審議会介護給付費分科会審議報告でも、今後の課

題として「適切なケアマネジメント手法等を図る方策を検討するとともに、より適切なケアマンジメン

ト手法の実効性が担保されるような方策について、検討していくべきである」とされた。したがって、

次期介護保険法改正及び介護報酬改定までに、すべての介護支援専門員が本手法を習得し、

活用できるようにするための具体的な方策を明らかにする必要がある。 
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図表 8 介護給付費分科会審議報告 「今後の課題」 

 

（資料）社会保障審議会介護給付費分科会「令和 3 年度介護報酬改定に関する審議報告」（令和 2 年

12 月 23 日）より抜粋 

 

介護支援専門員が持つ知識技術の向上には、専門職としての研鑽としての側面と、介護保険

制度において誰もが利用できるケアマネジメントの質を高める保険者として取り組みの側面の 2 つ

の面がある。前者は自己研鑽や専門職域における研修やＯＪＴ等の取り組みであり、後者は介護

支援専門員資質向上事業として実施される介護支援専門員養成研修（法定研修）やケアマネジメ

ント支援施策である。 

 

図表 9 介護支援専門員資質向上事業実施要綱（抜粋） 

 

１ 目的 

要介護者等ができる限り住み慣れた地域で、最期まで尊厳をもって自分らしい自立し

た日常生活を送るためには、医療・介護・予防・住まい・生活支援といった多様なサービス

が一体的に提供されるとともに、医療職をはじめとする多職種と連携・協働しながら要介

護者等を支援できるよう、適切にケアマネジメントを行うことが重要である。その中核的な

役割を担う介護支援専門員について、その養成段階で行われる介護支援専門員実務研

修や現任者を対象とした研修等を体系的に実施することにより、介護保険制度の基本理

念である利用者本位、自立支援、公正中立等の理念を徹底し、専門職としての専門性の

向上を図ることにより、利用者の自立支援に資する適切なケアマネジメントの実現に資す

ることを目的とする。 

また、主任介護支援専門員については、地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域

課題の把握から社会資源の開発等の地域づくりや地域の介護支援専門員の人材育成

等の役割を果たすことができる専門職の養成を図ることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

実施主体は、都道府県又は都道府県知事の指定した研修実施機関とする。 
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適切なケアマネジメント手法は、状況に応じて共通的な知見であり基本的な内容だが、ケアマネ

ジメント実践においては本手法で示される想定される支援内容を踏まえて利用者一人ひとりの個

人因子も考慮した個別的な検討に繋げることが必須である。したがって、本手法の普及推進は保

険者としての資質向上施策としても、また専門職の研鑽としても位置づけられることになる。したが

って、次図表に示すように、すべての介護支援専門員を対象とした法定研修等による取り組みとと

もに、本手法に関心・意欲があり活用しようとする層に対する取り組みを並行して展開することを基

本とする。 

 

図表 10 「適切なケアマネジメント手法」普及推進の 2 つの方向性 

 

（資料）株式会社日本総合研究所作成 

 

② 介護支援専門員養成研修（法定研修）での取り扱い 

現在の法定研修カリキュラムは平成 26 年に告示公布、平成 28 年度から研修実施されているも

のであり、令和 2年度に新カリキュラムへの移行から 5年が経過するため、実態に合わせた見直し

が必要とされている。適切なケアマネジメント手法を広くすべての介護支援専門員が修得する機

会を得るべく法定研修に位置づけるには、こうした見直し検討で取り上げる必要がある。介護支援

専門員の養成研修の方向性については、本年度別事業として実施されている「介護支援専門員

の資質向上に資する研修等のあり方に関する調査研究事業」において、法定研修及び法定外研

修それぞれの位置づけや内容の見直しの方向性が検討されている。来年度以降、この事業の結

果を踏まえた見直し検討が進むものと考えられる。 

ただし、現在のカリキュラムにおいてもそうであったように、新しいカリキュラムが示された後に、そ

れに準拠したガイドラインやテキストの整備、講師の養成が必要となるため、カリキュラムの公布か

ら研修開始までは 2 年程度かかるとされる。 

したがって、本手法の普及推進の当面は次項③に示す、意欲・関心が大きい「先行推進」層を
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ターゲットとした施策に重点を置く。ただし、ここで対象とする層は、将来的に法定研修に本研修

が位置づけられた場合の指導者層の候補者にもなりうることから、まず「先行推進」層向けの普及

推進に取り組むことは、法定研修における普及推進にも寄与するものである。 

 

図表 11 適切なケアマネジメント手法の今後の展開（想定） 

 

（資料）株式会社日本総合研究所作成 

 

③ 関心・意欲がある層に対する取り組み 

前項②で整理したように、将来的に法定研修における指導者層の候補者とすることを想定し、

本手法に関心・意欲を持つ「先行推進層」を対象とした任意研修として展開する。なお、適切なケ

アマネジメント手法に関するこれまでの検証や検討委員会及びワーキンググループでの議論では、

本手法が多職種連携の推進をねらいとしていることから、効果を高めるためには特定の地域にお

いて集中的に、介護支援専門員をはじめ他の職種も含めた周知と理解の促進が必要であるとの

指摘があった。つまり、関心・意欲のある介護支援専門員個人を対象に全国で少しずつ周知する

ことも大切だが、地域を定めてそのエリアでの周知を集中的に高めるドミナント志向の普及推進方

策が必要である。したがって、「先行推進層」を対象としつつ、関心・意欲のある介護支援専門員

が多くいる可能性の大きい地域を先行地域として位置づけ、地域展開することが有効である。なお、

先行地域の候補としては、これまでに適切なケアマネジメント手法の検証を実施した地域、独自に

任意研修として本手法に関する研修会や勉強会を開催している地域が考えられる。 

 

「先行推進層」の具体化及び任意研修としての展開方策（研修プログラム）については、本事業

において実施した調査結果も含め、第 3 章以降に整理して示す。 
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第 3 章  介護支援専門員向けアンケート調査の実施 

 

 

1. 調査概要 

(1) アンケート調査の目的 

適切なケアマネジメント手法の普及にあたり、本手法を活用したいと考えている介護支援専門

員はどの程度存在するか、また活用意向の高い介護支援専門員が感じている課題や基本的な考

え方を特定することを目的に、介護支援専門員向けアンケート調査を実施した。 

 

(2) アンケート調査概要 

 アンケートの調査概要は下表のとおりである。 

 

実施時期 ・2021 年 2 月 1 日～18 日  

実施方法 

⚫ ウェブ媒体を利用したアンケート調査 

➢ 標準化手法に関する説明動画の閲覧、標準化項目（脳血管疾患）

の一覧表の閲覧を含む 

対象者 

⚫ 全国の現任介護支援専門員、1000 名 

➢ 担当するご利用者がいる方（施設も含む） 

➢ 担当するご利用者がいない場合は、居宅介護支援事業所あるいは

地域包括支援センターの管理者（施設は除く） 

調査の視点 

⚫ 以下の調査項目を設定した 

➢ 基本属性 

➢ ケアマネジメントに関する基本的な考え方  

➢ 自己研鑽・情報収集の実施状況 

➢ 「適切なケアマネジメント手法」への感想（標準化手法に関する説明

動画標準化項目の一覧表の閲覧後） 

➢ ケアマネジメント実践上の課題 

➢ 自己研鑽における課題 
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2. 調査結果（単純集計） 

(1) 現在の勤務先 

 対象者の 80.5％が居宅介護支援事業所に勤めている。 

 

図表 12 現在の勤務先（Q2） 

 

 

(2) 主任介護支援専門員 

 対象者の 53.1％が主任介護支援専門員である。 

 

 

図表 13 主任介護支援専門員（Q9）

居宅介護支援事業所

80.5%

地域包括支援センター

6.3%

介護施設（特養、老健、グループ

ホーム、有料老人ホーム等） ※サー

ビス付き高齢者向け住宅併設の居

宅介護支援事業所を除く

11.4%

その他

1.8%

Q2. あなたの現在の勤務先をご回答ください。

(n=1000)

主任介護支

援専門員で

ある

53.1%

主任介護支

援専門員で

はない

46.9%

[Q9]あなたは主任介護支援専門員ですか。

(n=1000)
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(3) 経験年数 

 対象者の平均経験年数は 10.3 年である。 

 

図表 14 経験年数（Q3） 

 

  

(4) 保有資格 

 対象者のうち 71.3％は介護福祉士の資格、24.2％は社会福祉士の資格、9.1％は看護師の資

格を有している。 

 

図表 15 保有資格（Q10）

1.0%

2.0%

5.6%

4.7%
5.3%

6.5%
6.1%
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Q10. 保有資格（複数回答） (n=1000)
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(5) 併設事業所 

対象者のうち 33.7％が、通所介護施設が併設している事業所に所属している。 

 

図表 16 併設事業所（Q17） 
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(6) チェックリストの使用意向 

標準化手法に関する説明動画の閲覧、標準化項目（脳血管疾患）の一覧表の閲覧を行ったの

ち、日々のケアマネジメントにおいてチェックリストを「使ってみたい」と回答した割合は 77.6％であ

る。 

 

図表 17 チェックリストの使用意向（Q49） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) どのような条件であればチェックリストを使いたいか 

日々のケアマネジメントにおいてチェックリストを「使いたくない」と回答した介護支援専門員にお

いて、「業務に余裕があれば使う」と回答した割合が 53.1％、「項目がさらに簡素化されれば使う」

とした割合は 41.1％である。 

 

図表 18  チェックリスト使用の条件（Q50）

使ってみたい
77.6%

使いたくない
22.4%

Q49. 日々のケアマネジメントにおいて、

このチェックリストを使いたいと思いますか。 (n=1000)

53.1%

41.1%

21.9%

19.6%

17.4%

10.7%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業務に余裕が

あれば使う

項目がさらに

簡素化されれば使う

事業所での導入が

決まれば使う

チェックリスト使用に対して

加算が算定されるのであれば使う

介護支援専門員の法定研修で

取り扱われるならば使う

上記のような条件が

あっても使いたくない

その他

Q50. どのような条件であれば使いたいと思いますか。

日々のケアマネジメントにおいてチェックリストを使いたくないと回答 (n=224)
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(8) 手法がケアマネジメントの各場面で参考になるか 

ケアマネジメントの各場面において、手法が「非常に参考になる」または「参考になる」と回答し

た割合は約 90％である。 

 

図表 19 （動画視聴後）手法がケアマネジメントの各場面で参考になるか 

21.2%

21.1%

16.9%

23.2%

22.2%

17.7%

16.8%

18.4%

20.7%

18.5%

70.1%

70.0%

68.6%

68.3%

66.8%

69.5%

67.0%

70.9%

68.9%

67.2%

8.1%

8.1%

13.6%

7.6%

10.2%

11.9%

15.2%

9.8%

9.5%

12.7%

0.6%

0.8%

0.9%

0.9%

0.8%

0.9%

1.0%

0.9%

0.9%

1.6%

0% 50% 100%

本人や家族との

関係構築、相談援助

他の専門職からの

情報収集や意見聴取

非専門職からの

情報収集や意見聴取

(再)アセスメント

（情報収集・整理、分析、課題抽出）

ケアプラン（案）の作成

利用者やその家族等への、

ケアプラン内容の説明、合意形成

非専門職を交えたアセスメントや

ケア内容等の検討・共有

本人及び家族の生活の

目標実現に資するモニタリング

他の専門職とのアセスメントや

ケア内容等に関する検討

（退院前のカンファレンス、

サービス担当者会議、地域ケア会議など）

事業所内外での事例に基づく検討

（所内の事例検討会、地域ケア会議など）

Q47. （「適切なケアマネジメント手法」に関する動画を視聴した上で）このような手法は、日々の

ケアマネジメントの各場面において参考になると思いますか。

とても参考になると思う 参考になると思う あまり参考にならないと思う 全く参考にならないと思う
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(9) 手法がケアマネジメントの各場面で参考になるか 

ケアマネジメントの各場面において、チェックリストが「非常に参考になる」または「参考になる」と

回答した割合は約 90％である。 

 

図表 20 （チェックリストのイメージを視聴後）手法がケアマネジメントの各場面で参考になるか 

 

21.8%

22.9%

18.5%

25.1%

25.6%

20.3%

18.5%

20.9%

22.7%
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68.7%

70.3%

68.4%

67.0%

66.5%

68.7%

69.0%

70.9%

68.2%

68.5%

8.9%

6.3%

12.4%

7.1%

7.1%

10.3%

11.4%

7.6%

8.6%

10.9%

0.6%

0.5%

0.7%

0.8%

0.8%

0.7%

1.1%

0.6%

0.5%

0.7%

0% 50% 100%

本人や家族との

関係構築、相談援助

他の専門職からの

情報収集や意見聴取

非専門職からの

情報収集や意見聴取

(再)アセスメント

（情報収集・整理、分析、課題抽出）

ケアプラン（案）の作成

利用者やその家族等への、

ケアプラン内容の説明、合意形成

非専門職を交えた

アセスメントやケア内容等の検討・共有

本人及び家族の生活の

目標実現に資するモニタリング

他の専門職とのアセスメントや

ケア内容等に関する検討

（退院前のカンファレンス、

サービス担当者会議、地域ケア会議など）

事業所内外での事例に基づく検討

（所内の事例検討会、地域ケア会議など）

Q48. （チェックリストのイメージを示した上で）このような手法は、日々のケアマネジメント

の各場面において参考になると思いますか。

とても参考になると思う 参考になると思う あまり参考にならないと思う 全く参考にならないと思う
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3. 調査結果（クロス集計） 

 

(1) 現在の勤務先×チェックリスト使用意向 

 チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、勤務先が居宅介護支援事業所である場

合は 78.1％、地域包括支援センターでは 71.4％、介護施設では 76.3%であり、有意な差はみられ

ない（p 値>0.05）。 

 

図表 21 現在の勤務先（Q2）×チェックリスト使用意向 

 

 

(2) 担当利用者数×チェックリスト使用意向 

  チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、担当利用者数が 35 人以下の場合は

79.7％、 35 人以上では 73.1％であるが、有意な差はみられない（p 値>0.05）。 

 

図表 22 担当利用者数（Q3）×チェックリスト使用意向 

78.1%

71.4%

76.3%

83.3%

21.9%

28.6%

23.7%

16.7%

0% 50% 100%

居宅介護支援事業所 (n=805)

地域包括支援センター (n=63)

介護施設 (n=114)

その他 (n=18)

Q2.現在の勤務先

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし

79.7%

73.1%

81.0%

20.3%

26.9%

19.0%

0% 50% 100%

35人以下 (n=659)

36人以上 (n=320)

担当利用者はいない (n=21)

Q3. 現在担当している利用者数

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(3) 年齢×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、30 代以下で 73.6%、40 代で 76.1%、50

代で 79.0%、60代以上で 79.8%であり、年代が上がるにつれてチェックリスト使用意向がある割合が

高くなる傾向にあるが、有意な差はみられない（p 値>0.05）。 

 

図表 23 年齢（Q4）×チェックリスト使用意向 

 

(4) 性別×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、男性では 76.7％、女性では 78.1％であ

り、性別によって有意な差はみられない（p 値>0.05）。 

 

図表 24 性別（Q5）×チェックリスト使用意向 

73.6%

76.1%

79.0%

79.8%

26.4%

23.9%

21.0%

20.2%

0% 50% 100%

30代以下(n=87)

40代 (n=368)

50代 (n=372)

60代以上 (n=173)

Q4. 年齢

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし

76.7%

78.1%

23.3%

21.9%

0% 50% 100%

男性(n=390)

女性 (n=608)

Q5. 性別

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(5) 経験年数×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、経験年数が 3 年以下の介護支援専門

員においては 75.2%、4～10 年で 76.5%、11 年以上で 79.2%であり、経験年数が増えるにつれてチ

ェックリスト使用意向がある割合が高くなる傾向がみられるが、有意な差はみられない（p 値>0.05）。 

 

図表 25 経験年数（Q6）×チェックリスト使用意向 

 

 

(6) 主任介護支援専門員×チェックリスト使用意向 

チェックリストを「使ってみたい」と回答した割合は、主任介護支援専門員では 78.0％、主任介

護支援専門員以外では 77.2％であり、有意な差はみられない（p 値>0.05）。 

 

図表 26 主任介護支援専門員（Q9）×チェックリスト使用意向 

75.2%

76.5%

79.2%

24.8%

23.5%

20.8%

0% 50% 100%

3年以下 (n=133)

4～10年 (n=395)

11年以上 (n=472)

Q6. 経験年数

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし

78.0%

77.2%

22.0%

22.8%

0% 50% 100%

主任介護支援専門員 (n=531)

主任介護支援専門員ではない

(n=469)

Q9. あなたは主任介護支援専門員ですか。

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(7) 自己学習の頻度×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合は、普段自己学習をしていない場合では 76.7％、

月 1～4 回自己学習している場合は 77.5%、月 5 回以上自己学習している場合は 82.3％であり、

自己学習の頻度が高い介護支援専門員においてチェックリスト使用意向がある割合が高い傾向

がみられるが、有意な差ではない（p 値>0.05）。 

 

図表 27 自己学習の頻度（Q20）×チェックリスト使用意向 

 

 

(8) 職域ネットワークへの参加×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合は、職域ネットワークに参加している場合は 79.2%、

参加していない場合は 75.1%であり、職域ネットワークに参加している介護支援専門員においてチ

ェックリスト使用意向がある割合が高い傾向がみられるが、有意な差ではない（p 値>0.05） 

 

図表 28 職域ネットワークへの参加（Q31）×チェックリスト使用意向 

 

 

76.7%

77.5%

82.3%

23.3%
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17.7%

0% 50% 100%

普段、自己学習を

していない (n=464)

普段から自己学習をしている

（月1～4回）(n=440)

普段から自己学習をしている

（月5回以上）(n=96)

Q20. 普段、業務時間以外に、ケアマネジャーとしての

知識向上のために自己学習を行っていますか。

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし

79.2%

75.1%

20.8%

24.9%

0% 50% 100%

職域ネットワークに

参加している(n=606)

職域ネットワークへは

参加していない(n=394)

Q31. ケアマネジャーの職域ネットワークへ

参加していますか。

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(9) 参加中の職域ネットワーク 

 参加中の職域ネットワークとして、介護支援専門員連絡協議会、各種学会、勉強会等が挙げら

れた。 

 

図表 29 参加中の職域ネットワーク（主な回答） 

・ 介護支援専門員連絡協議会 

・ 回復期病棟連絡会 

・ 在宅ケア連絡会 

・ 在宅医療ネットワーク 

・ 日本ケアマネジメント学会 

・ 認知症ケア学会 

・ 医師会主催の研修 

・ 高次機能障害などの勉強会 

・ 大学主催の研修会 

・ ケアマネオンライン 

・ ケアマネドットコム 

 

(10) 自分の力量についての自己評価×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合は、「介護支援専門員としてケアマネジメントを行う

上で十分な力量を備えている」と回答した 182名においては 74.2%、「現在の業務をこなすことはで

きるが、介護支援専門員として十分な力量を備えているとはいえない」と回答した 522 名において

は 78.2%である。自分の力量についての自己評価によって有意な差はみられない（p 値>0.05）。 

 

図表 30 自分の力量についての自己評価（Q36）×チェックリスト使用意向 

74.2%

78.2%

77.0%

84.3%

25.8%

21.8%

23.0%

15.7%

0% 50% 100%

ケアマネジャーとしてケアマネジメントを行う上で

十分な力量を備えている (n=182)

現在の業務をこなすことはできるが、

ケアマネジャーとして十分な力量を備えているとはいえ

ない (n=522)

現在の業務をこなすうえで、

力量不足を感じることが多い (n=226)

わからない (n=70)

Q36. 現在の自分の力量についての自己評価

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(11) チェックリスト使用意向×多職種連携における課題（他の職種からの情報取得） 

他の職種からの情報取得について課題は特にないと回答した割合は、チェックリストの使用意

向がある介護支援専門員においては 37.2%だが、使用意向がない介護支援専門員では 44.2%と

高いが、有意な差ではない（p 値>0.05）。 

 

図表 31 チェックリスト使用意向×多職種連携における課題（他の職種からの情報取得）（Q39） 

 

(12) チェックリスト使用意向×多職種連携における課題（他の職種への情報提供） 

他の職種への情報提供について、他の職種に情報を伝えるタイミングや伝える相手の判断に

ついて課題に感じている割合は、チェックリストの使用意向がある介護支援専門員においては

40.6%だが、使用意向がない介護支援専門員は 33.0%にとどまり、有意な差がみられる（p値<0.05）。

また、課題は特にないと回答した割合は、チェックリストの使用意向がある介護支援専門員におい

ては 26.2%だが、使用意向がない介護支援専門員では 35.7%と高く、有意な差がみられる（p 値

<0.05）。 

 

図表 32 チェックリスト使用意向×多職種連携における課題（他の職種への情報提供）（Q40） 

Copyright (C) 2021 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.
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12.5%

31.1%

24.4%

13.1%

37.2%

13.8%

29.5%

24.6%

10.3%

44.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

何を聞けば良いか

分からない

いつ連携するのが

良いのかわからない

地域に連携できる

他職種が少ない

利用者または介護者が

情報の提供を望まない

課題は特にない

Q39. 多職種連携における課題（他職種からの情報取得）

チェックリスト使用意向あり (n=776) チェックリスト使用意向なし (n=224)
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40.6%

34.8%

18.9%

8.5%

26.2%

33.0%

29.0%

22.3%

11.6%

35.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

他職種に情報を伝える

タイミングや

伝える相手の判断が難しい

ポイントを絞って

伝えるのが難しい

他職種が

情報を求めていない

利用者または介護者が

情報の提供を望まない

課題は特にない

Q40. 多職種連携における課題（他職種への情報提供）

チェックリスト使用意向あり (n=776) チェックリスト使用意向なし (n=224)

＊＊
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(13) チェックリスト使用意向×知識や経験が不足していると感じている項目（Q37） 

チェックリストを使用してみたいと回答した介護支援専門員は、「本人の意思決定の支援」「本人

及び家族の支援に必要なかかりつけ医等の専門職との連携」について、知識や経験が非常に不

足していると感じていると回答した割合が高い（p 値<0.05）。 

 

図表 33 チェックリスト使用意向×知識・経験が不足していると感じている項目（有意差あり） 

 

31.3%

23.2%

42.5%

33.0%

68.7%

76.8%

57.5%

67.0%

0% 50% 100%

チェックリスト

使用意向あり (n=776)

チェックリスト

使用意向なし (n=224)
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使用意向あり (n=776)
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使用意向なし (n=224)
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Q37. ケアマネジャーとして求められる役割に対して、ご自身の知識や経験について、ど

の程度十分であると感じていますか。

「知識や経験が非常に不足していると感じる」

「知識や経験が不足していると感じる」

「知識や経験を十分有していると感じる」

「知識や経験を有していると感じる」



32 

 一方で、「生活の将来予測に基づく課題の抽出」「本人及び家族の支援に必要なサービス事業

者との連携」等の項目では、チェックリスト使用意向の有無で有意な差はみられない（p 値>0.05）。 

 

図表 34 チェックリスト使用意向×知識・経験が不足していると感じている項目（有意差なし） 
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64.0%

65.2%

53.1%

51.3%

65.1%
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Q37. ケアマネジャーとして求められる役割に対して、ご自身の知識や経験について、どの程度十分であ

ると感じていますか。

「知識や経験が非常に不足していると感じる」

「知識や経験が不足していると感じる」

「知識や経験を十分有していると感じる」

「知識や経験を有していると感じる」
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(14) チェックリスト使用意向×ケアマネジメントの実践上の課題（Q38） 

チェックリストを使用してみたいと回答した介護支援専門員は、「非専門職からの情報収集や意

見聴取」「(再)アセスメント（情報収集・整理、分析、課題抽出」「非専門職を交えたアセスメントやケ

ア内容等の検討・共有」「本人及び家族の生活の目標実現に資するモニタリング」「事業所内外で

の事例に基づく検討」について、課題に感じている割合が高い（p 値>0.05）。 

 

図表 35 チェックリスト使用意向×ケアマネジメントの実践上の課題（有意差あり） 
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Q38. ケアマネジメントの実践上の課題について、ご回答ください。

「非常に課題を感じている」

「少し課題を感じている」

「あまり課題を感じていない」

「全く課題を感じていない」
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 一方で、「本人や家族との関係構築、相談援助」「他の専門職からの情報収集や意見聴取」「ケ

アプラン（案）の作成」「利用者やその家族等への、ケアプラン内容の説明、合意形成」「他の専門

職とのアセスメントやケア内容等に関する検討」については、チェックリスト使用意向の有無で有意

な差はみられない（p 値>0.05）。 

 

図表 36 チェックリスト使用意向×知識が不足していると感じている項目（有意差なし） 
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Q38. ケアマネジメントの実践上の課題について、ご回答ください。

「非常に課題を感じている」

「少し課題を感じている」

「あまり課題を感じていない」

「全く課題を感じていない」
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(15) チェックリスト使用意向×介護支援専門員の職域に対する考え方 

 介護支援専門員の職域に関する考え方について、チェックリストの使用意向がある介護支援専

門員の 53.0%が「他の職種との役割分担を見直すべき」と考えており、「介護支援専門員に期待さ

れる役割が変化するのは仕方ない」と考えている割合は 31.8%だが、チェックリストの使用意向がな

い介護支援専門員においては、それぞれ 61.2%、19.6%であり、有意差がみられる（ｐ値<0.05）。 

 

図表 37 介護支援専門員としての考え方（１）

Q41.世帯や個人の属性変化を踏まえ、意思決定支援や家族支援（仕事と介護や子育

て等との両立など）、災害時の被災者支援、地域の社会資源やネットワーク構築等、

ケアマネジャーに期待される役割が幅広い領域に広がっています。 

あなたの考え方は、下記 A と B のどちらに近いですか。 

  

A：期待される役割が広がり過ぎると対応しきれないので、ケアマネジャーと他の職種

との役割分担を見直すべきである 

B：社会環境の変化によってケアマネジャーに期待される役割が広がったり変化してい

くのは仕方ない 

53.0%

61.2%

15.2%

19.2%

31.8%

19.6%

0% 50% 100%

チェックリスト

使用意向あり
(n=776)

チェックリスト

使用意向なし
(n=224)

Q41.ケアマネジャーの職域に対する考え方

総じてAの考え方に近い

どちらかと言えばAの考え方に近い

どちらとも言えない 総じてBの考え方に近い

どちらかと言えばBの考え方に近い
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(16) チェックリスト使用意向×地域資源との連携に関する考え方 

 地域資源との連携に関する考え方について、チェックリストの使用意向がある介護支援専門員の

50.3%が「新たな関係性の構築も含めて取り組むべき」と考えており、「関係性を構築できる範囲に

絞って連携を実現すべき」と考えている割合は 30.3%だが、チェックリストの使用意向がない介護支

援専門員においては、それぞれ 37.1%、42.4%であり、有意差がみられる（ｐ値<0.05）。 

 
図表 38 介護支援専門員としての考え方（２）

50.3%

37.1%

19.5%

20.5%

30.3%

42.4%

0% 50% 100%

チェックリスト

使用意向あり
(n=776)

チェックリスト

使用意向なし

(n=224)

総じてAの考え方に近い

どちらかと言えばAの考え方に近い

どちらとも言えない 総じてBの考え方に近い

どちらかと言えばBの考え方に近い

Q42.独居の高齢者や認知症のある高齢者など、地域の要介護者の状況が変化する

に伴い、かかりつけ医及び医療職は当然のこと、インフォーマルサポートなどさまざま

な地域の資源との連携が求められています。一方で、限られた業務時間で多くの利用

者のマネジメントを担当するには、現実的に幅広い連携を実現する難しさもあります。

あなたの考え方は、下記 A と B のどちらに近いですか。 

  

A：利用者や家族の目指す生活の実現のために必要な連携を新たな関係性の構築も

含めて取り組むべきだ 

B：現実的に責任を持って関係性を構築できる範囲に絞って連携を実現すべきだ 
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(17) チェックリスト使用意向×業務範囲に関する考え方 

 業務範囲に関する考え方について、チェックリストの使用意向によって有意な差はみられない（ｐ

値>0.05）。 

 

図表 39 介護支援専門員としての考え方（３）
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どちらとも言えない 総じてBの考え方に近い
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Q43.ケアマネジメントへの期待が大きく広がる一方、居宅介護支援として実施すべき

業務の範囲については、介護給付サービスの調整と給付管理以外の部分について

は、必ずしも範囲が明確に定まっているわけではありません。 

あなたの考え方は下記 A と B のどちらに近いですか。 

  

A:個別事例によって関わるべき範囲が異なるので、ケアマネジャーが自らの判断でケ

アマネジメントを実践するべき 

B:居宅介護支援には介護報酬が支払われているので、法令・通知等によって業務範

囲を明確に規定すべき 
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(18) チェックリスト使用意向×専門職としてのスキルアップに関する考え方 

 専門職としてのスキルアップに関する考え方について、チェックリストの使用意向がある介護支援

専門員の 74.5%が「継続的に自己研鑽すべき」と考えており、「介護保険制度に関連する知識を持

って従事すれば良い」と考えている割合は 9.1%にとどまるが、チェックリストの使用意向がない介護

支援専門員においては、それぞれ 51.3%、25.4%であり、有意差がみられる（ｐ値<0.05）。 

 

図表 40 介護支援専門員としての考え方（４）

74.5%

51.3%

16.4%

23.2%

9.1%

25.4%

0% 50% 100%

チェックリスト

使用意向あり
(n=776)

チェックリスト

使用意向なし
(n=224)

総じてAの考え方に近い

どちらかと言えばAの考え方に近い

どちらとも言えない 総じてBの考え方に近い

どちらかと言えばBの考え方に近い

Q44.ケアマネジャーは専門職であり自ら主体的に知識・技術を高める研鑽を続けるべ

きとの考え方がある一方、介護保険制度に基づいた業務に従事するのであって介護

給付サービスを中心とした知識を持って業務に従事すれば良いとの考え方もありま

す。 

あなたの考え方は、下記 A と B のどちらに近いですか。 

 

A：ケアマネジャーは専門職であり、継続的に自己研鑽すべき 

B：介護保険制度に基づく業務であり、関連する知識を持って従事すれば良い 
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(19) チェックリスト使用意向×あらゆる事例に対する対応に関する考え方 

 あらゆる事例に対する対応に関する考え方について、チェックリストの使用意向によって有意な

差はみられない（ｐ値>0.05）。 

 

図表 41 介護支援専門員としての考え方（５）

Q45.ケアマネジャーが向き合う事例にはさまざまな種類があり、専門性の高いケアマ

ネジメント実践のためには、事例のタイプごとに強みを持ったケアマネジャーに分かれ

ていくべきとの考え方があります。一方、生活全般を捉えて日常生活の継続を支援す

るという観点に立てば、他の専門職との連携を前提に、あらゆる事例に対応できるよ

うなケアマネジャーを目指すべきとの考え方もあります。 

あなたの考え方は、下記 A と B のどちらに近いですか。 

 

A:特定の種類の事例に対する強みと経験を伸ばし、領域特化したケアマネジャーを目

指したい 

B：他の専門職等との連携を前提に、あらゆる事例に対応できるようなケアマネジャー

を目指したい 

14.4%

13.4%

15.1%

21.4%

70.5%

65.2%

0% 50% 100%

チェックリスト

使用意向あり
(n=776)

チェックリスト

使用意向なし
(n=224)

総じてAの考え方に近い

どちらかと言えばAの考え方に近い

どちらとも言えない 総じてBの考え方に近い

どちらかと言えばBの考え方に近い
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(20) チェックリスト使用意向×自己研鑽に関する考え方 

 自己研鑽に関する考え方について、チェックリストの使用意向がある介護支援専門員の 21.5%が

「自らの費用を使うのが当然」と考えており、「事業所・法人が費用を支出するのが当然」と考えて

いる割合は 50.4%だが、チェックリストの使用意向がない介護支援専門員においては、それぞれ

11.6%、55.4%であり、有意差がみられる（ｐ値<0.05）。 

 

図表 42 介護支援専門員としての考え方（６） 

21.5%

11.6%

28.1%

33.0%

50.4%

55.4%

0% 50% 100%

チェックリスト

使用意向あり
(n=776)

チェックリスト

使用意向なし
(n=224)

総じてAの考え方に近い

どちらかと言えばAの考え方に近い

どちらとも言えない 総じてBの考え方に近い

どちらかと言えばBの考え方に近い

Q46.求められる自己研鑽（自己学習、情報収集、外部研修受講など）について、専門

職なのだから自らの費用を使って自ら投資して取り組むものだとの考え方がある一

方、業務に必要な知見の修得なのだから事業所・法人が研鑽に必要な費用を出すべ

きだとの考え方もあります。 

あなたの考え方は、下記 A と B のどちらに近いですか。 

 

A：研鑽は自分への投資なのだから自らの費用を使うのが当然だ 

B：研鑽は業務に必要な知見修得への投資なのだから事業所・法人が費用を支出す

るのが当然だ 
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4. 介護支援専門員向けアンケート調査で得られた示唆 

(1) 手法やチェックリストの活用意向 

本アンケートでは、適切なケアマネジメント手法に関する 10 分程度の説明動画の視聴、及び標

準化項目（脳血管疾患）の一覧表イメージの閲覧をおこなった後、手法の活用意向について尋ね

た。その結果、の日々のケアマネジメントにおいてチェックリストを使ってみたいと感じている介護支

援専門員は約 8 割存在することが確認された。また、ケアマネジメントのそれぞれの場面において、

約 9 割の介護支援専門員が手法やチェックリストが参考になると回答している。このように、多くの

介護支援専門員が手法の活用意向を有していることが明らかとなった。 

また、チェックリストを使用したくないと回答した介護支援専門員であっても、業務に余裕ができ、

また項目の簡素化が図られることによって、使用意向が高まる可能性が示唆された。 

 

(2) 基本属性による比較 

介護支援専門員の基本属性で手法の活用意向を比較したところ、経験年数や職域ネットワーク

の参加動向等によって多少の差はみられたものの、有意差はなく、どの属性においても手法の活

用意向を有している割合は約 8 割であることが明らかとなった。したがって、本手法は、所属施設

や経験、立場等を超えて、多くの介護支援専門員に対して受け入れられる可能性を有しているこ

とが示唆された。 

 

(3) 手法の活用意向が高い介護支援専門員が感じている課題 

手法の活用意向の有無によって日々のケアマネジメントにおける課題認識を比較したところ、活

用意向が高い介護支援専門員は、多職種連携やアセスメント、モニタリングに課題に感じているこ

とが明らかとなった。特に、多職種に情報を伝えるタイミングや伝える相手の判断、専門職との連

携、非専門職からの情報収集やアセスメント結果等の検討・共有等について高い課題認識を有し

ている傾向がみられる。したがって、それらのケアマネジメントプロセスにおいて課題を持っている

介護支援専門員に本手法を展開することで、本手法の使用が促進される可能性が示唆された。 

対照的に、使用意向がない介護支援専門員は、多職種連携をはじめとしたケアマネジメントの

課題は特にないと考えている傾向にある。つまり、介護支援専門員としての自身の課題を把握しき

れておらず、現状の能力のみでケアマネジメント業務が十分遂行できていると認識しているため、

本手法の有用性を理解できなかった可能性が考えられる。ただし、自身で確立した思考プロセス

を通してケアマネジメント業務を十分に遂行できている介護支援専門員が、本手法を使用したくな

いと回答している可能性も考えられるため、結果の解釈に留意が必要である。 

 

(4) 介護支援専門員としての基本的な考え方 

手法の活用意向が高い層は、介護支援専門員に期待される役割が拡大・変化することに対し

て受け入れる姿勢があり、利用者や家族の目指す生活の実現のために新たな関係性を構築して
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いく意欲が高い傾向がある。また、専門職として継続的に自己研鑽していく必要があるという考え

方を持っており、介護給付サービスを中心とした知識のみを持って業務に従事すれば良いと考え

ている介護支援専門員は少ない。 

つまり、手法の活用意向が高い介護支援専門員は、先進的な考え方を受け入れる柔軟性を持

ち、自己研鑽によって自らの専門性を高めようとする傾向にあることが明らかとなった。 

 

(5) アンケート調査から得られた示唆 

本アンケートの結果、適切なケアマネジメント手法に対して感度の高い介護支援専門員は、所

属施設や経験、所属施設での立場といった属性に関わらず約 8 割存在することが確認された。つ

まり、本手法は多くの介護支援専門員に対して受け入れられる潜在性を有しており、本手法の普

及促進を図ることを通してケアマネジメントの標準化が期待できることが改めて示唆された。 

本手法の更なる普及促進を検討するうえでは、本手法に特に感度が高いセグメントを特定し、

そのセグメントの介護支援専門員を重点対象として手法を打ち込む必要性があると考えられる。本

アンケートにおいて聴取した基礎属性と使用意向との高い関連性はみられなかったが、本アンケ

ートで取り上げなかった要素との関連性が存在することは十分に考えられる。したがって、特に手

法に関心の高い層はどこに存在し、そしてその介護支援専門員にどのようにアプローチしていくべ

きか、更なる検討が必要であると考えられる。 
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第 4 章  普及ツールの作成 

 

 

1. 普及ツール作成のねらい 

本手法のねらいや概要など基本的な事項について、初めて本手法を学ぶ介護支援専門員や、

ケアマネジメントの実践において連携する他の職種向けに分かりやすく説明する資料とするため、

説明動画と小冊子（手引き）を作成した。 

いずれも、これまでの適切なケアマネジメント手法の検討過程で実施した検証等で利用した説

明資料とそれに対する検証参加者の反応、意見等を踏まえ、初めて本手法を知る人でも、より分

かりやすく理解しやすい内容となるように検討、作成を行った。 

なお、説明動画については第 3 章に挙げた介護支援専門員向け調査においても、適切なケア

マネジメント手法の概要を知ってから回答してもらうための説明材料として利用した。 

 

 

2. ツールでの説明のポイント（作成の方針） 

ワーキンググループでの検討や「適切なケアマネジメント手法の策定に向けた調査研究事業」

の検証過程での検証に参加した介護支援専門員の反応などを踏まえ、普及ツール（冊子）の作成

において特に以下の点をポイントとして理解しやすい内容となるよう作成を行った。 

 

① 仮説を持って情報収集・分析するアプローチの特徴の理解 

適切なケアマネジメント手法は、アセスメントに先立って利用者本人や家族の状況に応じて「想

定される支援内容」の仮説を持ち、その検証や具体化のために情報の収集・分析を実施するアプ

ローチに特徴がある。まず網羅的に情報を集めて整理・分析するケアマネジメントプロセスの考え

方と異なる点でもあり、このアプローチの基本的な特徴を理解することが、基本ケア及び疾患別ケ

アの内容を理解するうえで重要になる。 

考え方の修得には、演習を交えた研修が有効だが、普及ツール（手引き及び説明動画）でもこ

の基本的な考え方の理解に重きを置いた内容とする。 

 

② 本手法を活用する意義や具体的な効果を示す 

読み手である介護支援専門員や他の職種が本手法の活用イメージを持てるよう、本手法のねら

いである多職種連携の推進に加え、具体的な効果として介護支援専門員による自己点検やカン

ファレンスでの活用、OJT や事例検討などの指導場面での活用など、具体的な効果を示す。 

特に、これまでの検証や研修手法の検討調査で得られた個別事例における適用効果について

も、できるだけ個別事例として紹介できるように掲載することとした。 
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③ 基本ケアが重要であることの強調 

令和 2 年度の「適切なケアマネジメント手法の策定に向けた調査研究事業」では、基本ケアの

見直しを行うとともに、それに合わせて疾患別ケアの内容も精査した。特に、認知症のある高齢者

のケアとして位置づけていた意思決定支援や家族等に対する支援内容について、これからの要

介護高齢者やその世帯の特徴の変化を見据え、基本ケアに位置づけることとした。 

つまり、利用者の生活の継続を支える基盤としての基本ケアの重要性を重視した内容となって

いる。こうした見直しにより、疾患がなくてもあるいは疾患が複数ある場合でも共通的に、まずは基

本ケアに整理された支援内容に着目して活用しやすくなった。普及ツール（手引き及び説明動画）

でもこの点を重視し、それが読み手に伝わるような内容とした。 

 

3. 「適切なケアマネジメント手法」の手引き 

前項までに示した作成方針を踏まえ、「「適切なケアマネジメント手法」の手引き」をとりまとめた。

本手引きは普及推進に活用できるよう、また介護支援専門員が持ち歩きやすいようＢ５版で 5,000

部制作し、各地域の職域団体等に配布するとともに、電子版についても公表した。 
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第 5 章  研修手法の検討 

 

 

1. 研修プログラムの必要性とねらい及び方法 

(1) 研修プログラムの必要性 

第 2 章 3 節「適切なケアマネジメント手法の普及推進の方向性」で挙げたように、本手法を広く

介護支援専門員が活用できるようにするためには、まず介護支援専門員はもちろん他の職種にも

概要を知ってもらう機会を作る必要がある。そのための普及ツールとして、第 3 章に示したように

「適切なケアマネジメント手法」の手引きを制作した。一方で、介護支援専門員がこの内容を詳しく

理解し、個別事例の実践で活用できるようにするには、内容の情報量が多く、自学自習や単発の

研修では学びきれない課題がある。 

また、第 3 章 2 節「ツールでの説明のポイント（作成の方針）」でも触れたように、これまでの検証

等での介護支援専門員による試行利用で示された評価を踏まえると本手法の学習において、想

定される支援内容の仮説を持ってから情報収集・分析をするというアプローチの理解が学習上の

課題となっていることが明らかであった。 

加えて、今後の普及推進のためには、各地域における適切なケアマネジメント手法を活用した

実践において、指導・助言することができる層（指導者層）の育成が必要だが、そのためには単に

知識の習得ではなく、自身が担当する事例に当てはめて自己点検を行い、不足する視点や情報

を補足すべく実践を改善する学習経験、いわば実践における指導・助言というバイジー経験が重

要である。 

したがって、普及ツールを活用した個人学習や単発の研修によって広く介護支援専門員や他

の職種に適切なケアマネジメント手法の概要を普及する取り組みと併せて、本手法の特徴である

アプローチの理解を深めるとともに各地域の指導者層の育成を目的とした、良質なバイジー経験

を積むことができるアクションラーニング型の研修プログラムが必要である。 

 

(2) 研修プログラムのねらいと方法 

上述の背景を踏まえ、研修プログラムで達成すべき習得目標（研修プログラムのねらい）は以下

の 3 点に整理できる。 

⚫ 仮説を持ちその検証のために情報収集・分析するアプローチを理解できること 

⚫ 個別事例に当てはめて自己点検や情報収集・分析する実践経験を持つこと 

⚫ 自分の実践経験に対して指導・助言を受ける経験を持つこと 

（特に基本ケアの内容に関する指導・助言を重視） 

 

これらの研修のねらいを踏まえると、研修の方法としては、本手法の概要を理解する座学と自分

の事例に当てはめた演習（ケアプランや情報収集の自己点検と、その結果も踏まえた追加情報収
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集などの実践）を組み合わせた、連続研修（一定期間にわたり複数回開催する研修）形式とするこ

とが妥当である。 

 

2. 連続研修受講者向けインタビュー調査 

(1) 目的 

前項で整理したように、適切なケアマネジメント手法を実践で活用できるよう理解を深めるととも

に、指導者層の育成に向けたバイジー経験を積む機会とするためには、アクションラーニング形式

の連続研修形式の研修プログラムが必要である。 

こうした連続研修について、これまでに公表されている適切なケアマネジメント手法の内容に基

づいて、任意研修（法定外研修）として研修プログラムを実施している事例があったことから、研修

プログラムの参加者を対象としたインタビュー調査を通じて、連続研修形式の研修プログラムの有

効性や留意点、個別事例に本手法を活用したことによる効果等を把握し、今後の適切なケアマネ

ジメント手法の普及推進における連続研修プログラムの検討材料とした。 

 

(2) 調査概要 

① 対象 

適切なケアマネジメント手法の活用に関する連続研修プログラム（任意研修）の受講者。具体的

には次の 2つの職域団体において実施された研修の受講者を対象とした。これらの研修はいずれ

も、本調査研究事業のワーキンググループメンバーでもあり、「適切なケアマネジメント手法の策定

に向けた調査研究事業」検討委員会及びワーキンググループメンバーでもある国際医療福祉大

学 教授 石山麗子 氏が研修企画及び講師として参画したものである。 

 

⚫ （一社）東京ケアマネジャー実践塾  開催研修 

（2018～2019 年実施。「脳血管疾患のある方のケア」と「心疾患のある方のケア」を中心に講

義と演習を展開） 

⚫ ケアマネットしながわ（品川区介護支援専門員連絡協議会）  開催研修 

（2018 年～2020 年に 2 期開催。「基本ケア」を中心に講義と演習を展開） 

 

インタビュー実施対象者数は、東京ケアマネジャー実践塾開催研修受講者が 9 名、ケアマネッ

トしながわ開催研修受講者が 4 名である。 

 

なお、上記 2 ヵ所での連続研修プログラムは、いずれも全 4 回＋受講者の有志による自主的な

補修（読み合わせによる内容理解のための学習会）であり、全体研修の間に実践とグループワー

クを位置づける設計であった。調査対象とした職域における連続研修プログラムの概要と、各職域

でのプログラムの特徴を整理すると次のとおりである。 
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図表 43 調査対象とした職域で実施された連続研修プログラムの概要 

 

（資料）インタビュー結果をもとに株式会社日本総合研究所作成 

 

図表 44 対象とした各プログラムの特徴 

 

 

② 実施方法 

対面あるいはリモート方式でのインタビュー 

 

③ インタビュー項目 

a) 連続研修を通じて得られたこと・学び 

  - 介護支援専門員としてのケアマネジメントプロセス全般に関する気づき・学び 

  - 提出した事例（個別支援事例）における気づき・学び、その事例での変化 

b) 提出した事例の概要、連続研修中及び事後の当該事例の利用者や家族の変化 

c) ご自身の概要（職歴、所属事業所の概要等） 
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(3) 調査結果 

① 連続研修を通じて得られたこと・学び（内容面） 

はじめに連続研修を通じて得られたことや学びの実感についてみると、経験年数や立場に関わ

らず、あいまいな情報収集にとどまることなく「詳細に把握することの意義・意味」と、「収集した具体

的な情報を共有することの効果」への学び・気づきを挙げた回答が多くみられた。 

また、元の資格では比較的学ぶ機会が少なかった視点や見落としていた視点への気づきが挙

げられた。こうした「気づき」の効果は、これまでの単発での検証参加者向けの説明会でみられた

反応とも一致する。 

さらに、アセスメント以上に「モニタリングの重要性」への気づきを挙げた声もあった。モニタリング

の重要性に気づく効果は、「適切なケアマネジメント手法」のアプローチを検討していた初期段階

で期待された効果の一つである。手法が狙いとした効果を、本手法を試行的に利用した介護支援

専門員も実感していたことは、本研修プログラムが本手法のねらいの実現に有効であることを示唆

している。 

 

図表 45 連続研修を通じて得られたこと・学び（考え方や手法）に関する回答 

※個別の回答内容が特定されないよう事例に関わる回答は匿名化している 

 

＜詳細に把握することの重要性＞ 

• 一日の流れをすべて可視化することの重要性に気づかされた。それまでも聞

いていたつもりだったが「単に言葉で聞くだけ」だった（2 年目） 

• 質の高いケアマネジメントを実践するためには、利用者や家族の「その方のも

ともとの生活と、いつもの状態を知る」ことが重要ということに気づかされた（10

年以上・主任） 

• 自分なりに一生懸命やっている事例を出したが、それでもなお、気づいてな

い点がたくさんあったことに驚いた。視点というよりは、より具体的かつ詳細な

情報を取ってなかったということ（10 年以上・主任） 

• 具体的に細かく、文字（数字）にして捉えることの重要性。10 数年の付き合い

になる利用者の事例だったが、それまでのモニタリングは曖昧であり、ちょっと

怠けていたかも反省した。（15 年目・主任） 

 

＜収集した情報を共有することの効果＞ 

• 数字にして具体的にわかるように捉え、それを多職種と共有するのが新鮮だ

った。具体的な数字で示したのでデイケアのＰＴとも水分量と運動量のバラン

スをどうするか、具体的かつ個別的な話ができた。標準化するからこそ個別

化が浮かび上がってくるという感覚（3 年目） 

• 数字にして具体的に捉えることで、翻って一人ひとりの個性や価値観が浮き

立ってくる。個人的な部分は「適切なケアマネジメント手法」の範囲ではないと

教わったが、科学的な観点を進めることで個人的な価値観との融合を自然に

意識しはじめられるように感じた。また、数値化するからこそ、理想と現実のギ

ャップが明らかになり、自然と予後の予測もできる（3 年目） 

• 視点の不足や具体的な情報収集が足りてなかったと気づいたケアマネジャ

ーは、利用者や家族にも話して情報収集する。それによって利用者や家族と

ケアマネジャーとの関係性も変化した（15 年以上・主任） 
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＜幅広い視点＞ 

• なんといっても「基本ケア」が重要。ここを押さえてない状況で疾患別ケアをや

ってもダメ。また、声がけで確認するのでも足りない。例えば水分摂取も「摂っ

ている」の声を鵜呑みにしてはいけない。そういうことを具体的に知ることがで

きた。（10 年以上・主任） 

• 脳血管疾患のある方のケアの「新たな役割・機能の獲得」の視点を見落とし

ていた。それまでは単に“日常生活の困りごとの解決”の観点でしか見てなか

った（10 年以上・主任） 

• 自分では気づかなった様々な視点があった（10 年以上・主任） 

• 脳血管疾患の項目を見たが、「心的回復の支援」「新たな価値機能の獲得」

などの視点が漏れていたことに気づかされた（10 年以上・主任） 

 

＜モニタリングの重要性＞ 

• モニタリングの視点の重要性に気づかされた。モニタリングを細かくとることで

変化を知ることができる。研修後はモニタリングにも普段のバイタルを入れる

ようにした。医師や看護師も知りたがっていた（10 年以上・主任） 

 

 

② 連続研修を通じて得られたこと・学び（研修手法に対する評価） 

上述した学び・気づきに加え、研修手法（連続 4 回、合間にグループワーク）についても、学び

や理解を深める効果とともに、同じ悩み・課題を持つ者どうしで連携や案件を進めて頂ければと思

います。全体研修あるいは全体研修に付随する個別マネジメントについては、意識改革の効果を

挙げる声もみられた。 

 

図表 46 連続研修を通じて得られたこと・学び（考え方や手法）に関する回答 
※個別の回答内容が特定されないよう事例に関わる回答は匿名化している 

 

＜研修手法に対する評価＞ 

• グループワークで、プレゼンしなければならない（＝〆切に迫られる）のと、同

時にファシリテーターからフィードバックがあったこと。（2 年目） 

• 自分の事例での実践（情報収集）も、長い期間続けていると「何のために数

字を取っているか」を忘れがち。自分一人では途中で脱落していたかもしれ

ない（2 年目） 

• 途中のグループワークでは事前に事務局が受講者の資料をチェックしフィー

ドバック。それによって視点の気づきがあった受講者もあった。（5 年以上、主

任） 

• 同じ職場のメンバーで研修参加しグループワークもやった。自分の班はファ

シリテーターもあまり入らずに、どちらかというとピアスーパービジョンのような

感じで一緒に参加したケアマネジャーどうして悩みや課題、工夫を共有した。

同時に取り組んだので共有できたのは良かった。（10 年以上、主任） 

• 事例をベースにやるやりかたが良かった。自分の知っている事例（自分の担

当事例）なのでよく頭に入る。（15 年以上主任） 

• 自己点検やアセスメントでの気づきと、項目を頭に留めながら事業所内の他

のケアマネジャーと話すことでの気づきがあった。（15 年以上主任） 
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＜意識、姿勢＞ 

• はじめの全体講義で、厳しめの言葉も交えて「このままではダメだ」「意識改

革が必要」とスイッチを入れてもらったこと。（主任・5 年以上） 

• 全体研修で、仕事に対するモチベーションを入れなおしてもらったこと。ちゃ

んとやらなきゃいけないと意識し直した（15 年目） 

 

 

③ 連続研修受講後の活用状況 

連続研修受講後における適切なケアマネジメント手法の活用状況についてみると、一部ではあ

るが、現在のケアマネジメント実践でも定期的に項目一覧や本編を振り返り、初回のアセスメント、

ケアプラン原案作成に活用している。一方、モニタリングの視点や実習受け入れの観点で振り返り

に活用している受講者もいた。 

 

図表 47 連続研修受講後の活用状況 
※個別の回答内容が特定されないよう事例に関わる回答は匿名化している 

 

• いまでも 脳血管疾患と大腿骨頸部骨折の項目一覧を、ケアプランを立てる

参考にしている。これらの疾患群だけでなく、他の疾患にも共通し応用できる

点もあると感じている（10 年以上・主任） 

• 自分の検討で行き詰ったときに見返している。具体的には退院時事例での

病院側との連携（退院前自宅調査とそれを踏まえたカンファレンス）のまえに

振り返るなど。（10 年以上・主任） 

• 今でも、自分の事例のアセスメントやプラン原案作成で行き詰ったときに、「想

定される支援内容」を中心にキーワードを探し、気になった点（＝自分が見落

としていた視点）があればそれを検討するような使い方をしている（10 年以

上・主任） 

• 項目一覧や本編を使っているわけではないが、実習生を受け入れたときの自

分の指導のベースとして、この内容を頭に留めている（10 年以上・主任） 

• いまでもたまに一覧表と本編を開き、モニタリングの視点を確認している（15

年目・主任） 
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④ 連続研修形式の課題 

適切なケアマネジメント手法については、項目一覧及び本編のボリュームの大きさに、最初は抵

抗感があるとの声が多い。一方で、連続研修を続けていけば必要性は理解できるものとの指摘も

あった。また、想定される支援内容の項目数が多いため、紙のチェックリストではなくソフト化（アプ

リ化）を期待する声も診られた。 

 

図表 48 連続研修形式の課題 
※個別の回答内容が特定されないよう事例に関わる回答は匿名化している 

 

＜内容理解の難しさ＞ 

• 項目一覧を見ながら自分の事例について状況を書き込もうとしても言葉が出

てこなかった。今思うと医療職の言葉を無理に使おうとしていた（2 年目） 

• はじめの講義を聞いただけでは理解しきれなかった。補習にも参加してようや

く理解できたかな、という程度だった。その後、継続的に自分の事例で使って

みてだんだん腹落ちしてきた感じ（2 年目） 

• 初めに見たときは項目が多い。文字も多い。繰り返せば頭に入っていくが第

一印象はしんどいと感じた（10 年以上・主任） 

• 適切なケアマネジメント手法は、「想定される支援内容」が肝であり、それゆえ

に個別的なケアを知らないと（ケアの現場を知らないと）理解が難しい。その

点で、ケアの現場を見に行かないケアマネジャーには理解が難しいかもしれ

ない（15 年以上・主任） 

 

＜ボリュームの大きさ＞ 

• 同じ事業所から 6 人参加したが 2 人しか残らなかった。項目とボリュームが多

く感じたようだ。（2 年目） 

• 項目が多いので、チェックリストを全部の事例に適用するのは難しい（10 年以

上・主任） 

• 率直に項目が多いと感じた。ソフトがあるなどしてその場で選択しながら入力

できると良い（15 年目・主任） 

 

＜実践における情報収集の難しさ＞ 

• 初めに全部聞くのは難しい。少しずつ、段階的に聞く。どのようなタイミングに

どう切り出して聞くかは今でも悩む。今回は「モデルになって下さい」ということ

でお願いした。きっかけが難しい（10 年以上主任） 

• 適切なケアマネジメント手法の問題ではないが、「キーパーソン」の選び方が

課題。ケアマネジャーから見て対応しやすい、話しやすい相手を選んでない

か振り返りが必要（15 年以上・主任） 

• いざ実践する段階になったときのご本人への声がけ。自分は心理職から来て

いるのでご本人の気持ちを考えて言葉を選ぶのが大事（引くこと、待つことも

必要）と思うが、看護師さんは直接的に「～してはダメ」と言う方もいる（15 年

以上・主任） 

 

＜受講者による意識の差ができてしまうこと＞ 

• はじめの全体講義でスイッチが入る人とそうでない人がいる。まずはスイッチ

の入った人、やる気になった人で動いていかないといけない（10 年以上・主

任） 
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＜研修形式で改善すべき課題＞ 

• リモート形式はグループワークを必須にしないと参加した感じにならない。どう

しても参加意識が低くなりがち（10 年以上・主任） 

• 小グループの方が質問しやすい。講師や主催者の負担も大きいと思うが、可

能であれば小グループで納得いくまで質疑できるような機会があると良いと思

った（15 年目・主任） 

 

 

⑤ 連続研修形式のプログラムの対象とすべき層 

連続研修に参加した受講者の視点からは、今後の同種研修を受講して欲しいターゲット層とし

て、「主任（指導助言する者）」と「3～5 年目程度の層（慣れてきて次に進む段階の者）」が挙げら

れた。 

 

図表 49 連続研修形式のプログラムの対象とすべき層 
※個別の回答内容が特定されないよう事例に関わる回答は匿名化している 

 

• 皆が受けるのが良い。また、できれば定期的に受ける方が良いと思う（3 年

目） 

• 指導助言する立場として、まず主任がしっかり理解すべきだと思う。そのうえ

で、いずれかのタイミングで、法定研修に盛り込んで全体向けに展開して欲

しい。やるなら初めからしっかり取り組む方が良い（15 年目・主任） 

• まず主任がしっかり受講すべき。実践経験を積んできた人が、あらためて「ケ

アマネジメントとは何か」を振り返り、考えたうえで後輩の育成にあたって欲し

い（15 年目・主任） 

• 3～5 年程度、ある程度慣れてきて土台もできて次のステップに進む段階のケ

アマネジャー（15 年以上・主任） 
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⑥ 研修で取り組んだ実践（個別事例）でみられた効果 

受講者が連続研修プログラムの演習で取りあげた事例における、実践に取り組んだことの効果

についてみると、短期目標の修正、チームの意識変化、家族介護者の姿勢の変化、脱水の予防

などが挙げられた。 

今回のインタビュー調査だけでは事例数は少ないものの、適切なケアマネジメント手法を活用す

ることの効果として、基本ケアを中心に押さえるべき視点を確認して自己点検し、不足している情

報の追加収集と分析、それに基づく支援内容の変更等の行動を実践することにより、段階的に効

果が現れる可能性が示唆された。 

 

図表 50 本手法を実践に活用したことによる効果 
※個別の回答内容が特定されないよう事例に関わる回答は匿名化している 

 

＜短期目標の具体化＞ 

• 自分が失念していた「新たな役割・機能の獲得」に気づき、その観点で通所リ

ハの報告を見て、単なる「生活行為の改善」ではなく、本人の想いである「夫

の仕事の手伝いをしたい」という意向を踏まえ、「電話の応答ができる、メモが

取れる」といった具体的な短期目標に修正した。 

サービス内容・頻度は変わらなかったが本人の納得度が高くなり、リハでの取

り組み姿勢も変わったと聞く（2 年目） 

 

＜“見える化”による効果 ～介護内容への意識の変化、チームの意識＞ 

• 水分量を捉えるのに、普段使っているコップの容量を図ったうえで、「1 日に 5

杯を目標にしましょう」と共有したことで、介護者（本人の夫）も普段の摂取量

を記録して教えてくれるようになった。家族も意識が変わった。（3 年目） 

• 水分量の把握がアバウトだったので結果的に以前は低カリウム血症になって

しまった事例。室内環境の整備の視点も見落としていた。訪問サービスと連

携して、訪問のごとに室内の環境が大丈夫かを確認してもらうようにした（10

年以上・主任） 

• はじめは「こんなに細かいことやるの？」と本人にも家族にも言われたが、やり

始めてみると「意外に水分摂れている」と分かり、家族も意識が変わった。（15

年目・主任） 

 

＜入退院後の円滑な在宅移行＞ 

• 研修期間終了後に再入院・退院があったが、その際は項目一覧を踏まえて

情報収集・分析とケアプラン作成を行い、在宅生活への移行が円滑に実現

（10 年以上・主任） 

 

＜ご本人に対する家族の変化（穏やかになった）＞ 

• それまで３～４年にわたり毎年脱水を繰り返していた本人が、健康状態も崩さ

ず脱水も起こさずに夏を超えた（3 年目） 

• 数字で把握し、利用者本人や家族とも共有したことにより、「思ったより水分を

摂れている」ことが分かり、その結果介護者（配偶者）の本人に対する姿勢が

柔らかくなり、ご本人にとって穏やかな時間が増えたことが良かった。（15 年

目・主任） 
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第 6 章  まとめ 

 

 

1. 普及推進の方向性 

本調査研究事業において、アンケート調査とインタビュー調査及びワーキンググループで検討

してきた内容を踏まえると、法定研修の見直しに関わるものを除き、「先行推進層」を対象とした今

後の適切なケアマネジメント手法の普及推進の方向性として、まず基本方針として、下図表に示

すように、2 段階での展開を構想することが妥当である。 

つまり、第 1 段階では地域での自律的な展開を見据え、法定研修におけるサブ講師層（サブ講

師あるいはファシリテーターとして活躍している層）を対象に、本手法の内容を、初めて知る介護支

援専門員にも説明でき、かつ実践での活用における指導・助言ができるよう育成する。 

なお、既存のファシリテーターに加えて、主任介護支援専門員となって日が浅いタイミングの者

にも受講を促し、今後のサブ講師・ファシリテーターの候補とし、サブ講師層の厚みを大きくするこ

とが望ましい。 

 

図表 51 段階的な普及推進の考え方 

 

（資料）株式会社日本総合研究所作成 

 

2. 研修プログラム 

本調査研究事業において、アンケート調査とインタビュー調査及びワーキンググループで検討

してきた内容を踏まえると、適切なケアマネジメント手法を実践的に活用できるようにするための、

介護支援専門員向けの連続研修型プログラムは次図表に示すような構成が妥当である。 

まず、普及ツール（手引きあるいは動画）を利用して基本的な理解を持ったうえで、全体研修に
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おいて座学と個人ワーク（自らの実践の自己点検）を実施し、その後地域ごとに実践での適用と各

地域における追加学習や相互の課題点や工夫の共有（グループスーパービジョン）を実施し、そ

の成果を踏まえて全体研修に持ち寄って総括する構成である。 

実践学習の期間中に行われる地域ごとのグループスーパービジョンを含め全体で 4 回（事前学

習を除く）、期間としては 4～6ヵ月程度の想定のプログラムとなる。これはアクションラーニングの手

法を取り入れ、「適切なケアマネジメント手法」の理解（座学）とその活用（実践）を繰り返すことで、

業務での活用を定着させるとともに、活用の効果を実感してもらう研修設計としている点が特徴で

ある。 

なお、感染症の予防対策の観点及び全国への展開のしやすさの観点から、座学はオンライン

開催とし、個人・グループワークを通じて各自の実践の振り返りと今後実践することの検討を行う。

また、地域単位で研修申し込みを受け入れ、地域内でのフォローアップ体制づくりをうながす。 

 

図表 52 研修プログラムの全体像 

 

（資料）株式会社日本総合研究所作成 

 

ただし、この研修プログラムを展開するには、地域においてグループスーパービジョンを実施で

きるサブ講師（学習者の実践をサポートし、困っている点があれば指導・助言できるレベルの者）が

必要となる。 

したがって、前項でも挙げたように 2 段階での展開を想定し、普及初期（第 1 ステップ）は、地域

での自律的な展開を見据え、サブ講師クラス及び今後のサブ講師候補（アンケート調査結果等か

ら本手法への関心・意欲が大きいと想定された主任資格を取得したタイミング）とする。そのうえ

で、普及本格期（第 2 ステップ）は、初任段階の経験を振り返りつつ今後の成長が期待される、介

護支援専門員の業務経験 2～3 年程度（アンケート調査結果等から本手法への関心・意欲が大き

いと想定された層）の者とする。 
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3. 今後の課題 

本調査研究事業での検討を通じて有効性が高いと考えられる連続研修プログラム及びその対

象者の展開方策を示した。併せて概要を理解するために活用できる普及ツールについても制作を

行った。 

第 2章でも触れたように、適切なケアマネジメント手法については次期法改正、介護報酬改定ま

でに、しっかりと普及展開することが求められていることから、令和 3 年度以降、本検討結果で整

理した連続研修プログラムと普及ツールを活用し、全国で研修プログラムの展開する必要がある。 

 

なお、連続研修プログラムの受講者を対象としたインタビュー調査では、実践的に活用した事例

において、自己点検に利用して介護支援専門員自身の視点の抜け漏れに気づく効果だけでなく、

情報の収集分析を具体化することによるケアプラン 2 表の短期目標の具体化や支援内容の改善

などの効果もみられた。さらに、特に基本ケアの内容について、日々のケアで具体的に留意すべ

き水準が明らかになることにより、家族介護者の負担感の軽減と要介護高齢者本人のストレスの緩

和や、脱水の予防といった効果がみられた事例もあった。 

したがって、今後の研修プログラムの展開において実践対象とする事例において、こうした効果

の可能性を考慮してデータを収集し、適切なケアマネジメント手法を実践に適用することの効果検

証に繋げる取り組みも必要である。 
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巻末資料 1  アンケート結果（参考集計） 

 

(1) 介護支援専門員資格を取得した年×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、介護支援専門員資格を取得した年が

2010～2012 年である場合は 82.0%である。 

 

図表 53 介護支援専門員資格を取得した年（Q7）×チェックリスト使用意向 

 

(2) 現在の雇用・勤務形態×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、現在の雇用形態が常勤である介護支援

専門員では 77.9％、非常勤の場合は 72.6％である。 

 

図表 54 現在の雇用・勤務形態（Q8）×チェックリスト使用意向 

77.9%

72.6%

22.1%

27.4%

0% 50% 100%

常勤 (n=938)

非常勤 (n=62)

Q8. 現在の雇用形態・勤務形態

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし

80.4%

75.3%

76.1%

82.0%

77.4%

74.0%

68.2%

19.6%

24.7%

23.9%

18.0%

22.6%

26.0%

31.8%

0% 50% 100%

2000年～2003年 (n=250)

2004年～2006年 (n=166)

2007年～2009年 (n=142)

2010年～2012年 (n=133)

2013年～2015年 (n=164)

2016年～2018年 (n=123)

2019年以降 (n=22)

Q7. ケアマネジャー資格を初めて取得した年

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(3) 医療系の資格の有無×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、医療系の資格iを持つ場合で 79.8％、医

療系の資格を持たない場合では 77.4％である。 

 

図表 55 医療系の資格の有無（Q10）×チェックリスト使用意向 

 
i医師、歯科医師、看護師、保健師、助産師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士とした。 

79.8%

77.4%

20.2%

22.6%

0% 50% 100%

医療系の資格あり (n=99)

医療系の資格なし (n=901)

Q10.医療系の資格の有無

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(4) 法定研修の受講実績×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合は、【新カリキュラム】主任更新研修を受講した場合

で 82.5％である。 

 

図表 56 法定研修の受講実績（Q11）×チェックリスト使用意向 

 

79.3%

79.4%

78.6%

78.0%

80.3%

77.4%

78.4%

78.2%

75.3%

82.5%

75.9%

20.7%

20.6%

21.4%

22.0%

19.7%

22.6%

21.6%

21.8%

24.7%

17.5%

24.1%

0% 50% 100%

【旧カリキュラム】実務研修 (n=641)

【旧カリキュラム】実務従事者基礎 (n=394)

【旧カリキュラム】更新研修（専門Ⅰ） (n=653)

【旧カリキュラム】更新研修（専門Ⅱ） (n=628)

【旧カリキュラム】主任研修 (n=300)

【新カリキュラム】実務研修 (n=155)

【新カリキュラム】更新研修（専門Ⅰ） (n=347)

【新カリキュラム】更新研修（専門Ⅱ） (n=449)

【新カリキュラム】主任研修 (n=271)

【新カリキュラム】主任更新研修 (n=285)

当てはまるものはない (n=29)

Q11. これまでの法定研修の受講実績

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(5) 担当事例 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、5 件以上担当したことのある事例によっ

て大きな差はみられない。 

 

図表 57 5 件以上担当したことがある事例（Q12） 

 

 

 

(6) 担当事例 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、所属事務所の所在地によって大きな差

はみられない。 

図表 58 所属事務所の所在地（Q13）  

77.7%

76.2%

76.8%

77.4%

78.3%

78.2%

76.7%

77.6%

22.3%

23.8%

23.2%

22.6%

21.7%

21.8%

23.3%

22.4%

0% 50% 100%

90歳以上の独居者 (n=584)

認・認高齢世帯 (n=634)

医療的ケアの必要な方

（ガン末期、難病除く） (n=639)

重度認知症の方 (n=580)

難病 (n=442)

ガン末期 (n=628)

看取り（ガン以外） (n=420)

生活困窮（生活保護等) (n=683)

Q12. 5件以上担当したことのある事例

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし

79.4%

76.4%

78.0%

80.3%

74.7%

75.5%

20.6%

23.6%

22.0%

19.7%

25.3%

24.5%

0% 50% 100%

北海道・東北地方 (n=126)

関東地方 (n=318)

中部地方 (n=159)

関西地方 (n=208)

中国・四国地方 (n=87)

九州・沖縄地方 (n=102)

Q13. 所属事業所が所在する都道府県

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(7) 所属事業所が所在する市町村の種別×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、所属事務が所在する市町村の種別が特

別区・政令市である場合は 74.3％、中核市・一般市では 78.8％、町・村では 79.7％である。 

 

図表 59 所属事業所が所在する市町村の種別（Q14）×チェックリスト使用意向 

 

 

(8) 所属事業所の特定加算の状況×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、所属事務所で特定加算Ⅰ～Ⅳのいず

れかを取得している場合は 75.7％、加算を取得していない場合は 79.9％である。 

 

図表 60 所属事業所の特定加算の状況（Q15）×チェックリスト使用意向 

 

74.3%

78.8%

79.7%

25.7%

21.2%

20.3%

0% 50% 100%

特別区・政令市 (n=300)

中核市・一般市 (n=557)

町・村 (n=143)

Q14. 所属事業所が所在する市町村の種別

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし

75.7%

79.9%

75.5%

24.3%

20.1%

24.5%

0% 50% 100%

特定加算Ⅰ～Ⅳ(n=382)

加算なし(n=463)

勤務先が居宅介護支援

事業所以外(n=155)

Q15. 所属事業所の特定加算の有無・状況

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(9) 従業員数×チェックリスト使用意向 

 チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、所属事務所の従業員数によって大きな

差はみられない。 

 

図表 61 従業員数（Q16）×チェックリスト使用意向 

 

(10) 併設事業所の有無×チェックリスト使用意向 

チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、所属事務所に併設している事業所があ

る場合は 78.1％、併設している事業所がない場合は 75.7％である。 

 

図表 62 併設事業所の有無（Q17）×チェックリスト使用意向 

 

78.1%

75.7%

21.9%

24.3%

0% 50% 100%

併設事業所あり (n=811)

併設事業所なし (n=189)

Q17. 所属事務所に併設している事業所

（居宅介護支援事業所除く）

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし

78.4%

78.4%

74.3%

77.3%

21.6%

21.6%

25.7%

22.7%

0% 50% 100%

1人 (n=153)

2～5人 (n=570)

6～10人 (n=167)

11人以上 (n=110)

従
業
員
数

Q16. 所属事務所の従業員数

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(11) アセスメントツール 

 対象者のうち 38.2%がアセスメントツールとして「居宅サービス計画ガイドライン方式（全国社会福

祉協議会）方式」を使用している。 

 

図表 63 アセスメントツール（Q18） 

38.2%

15.1%

5.2%

3.1%

1.9%

1.5%

1.0%

0.6%

0.3%

0.0%

22.8%

9.0%

7.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

居宅サービス計画ガイドライン方式

（全国社会福祉協議会）方式

法人・事業所の独自の様式

包括的自立支援プログラム

（三団体ケアプラン策定研究会）方式

インターライ方式

ケアマネジメント実践記録様式

（日本社会福祉士会方式）

TAI方式

日本介護福祉会方式

竹内方式

日本訪問看護振興団方式

白澤方式

上記以外でケアプラン作成支援ソフト

などに付属しているもの

その他

特に決まった様式は用いていない

Q18. 普段使っているアセスメントツールの種類（複数回答） (n=1000)

全体 (n=1000)
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(12) 事業所における役割 

 事業所における役割・立場について、対象者のうち 48.3%が管理者、16.7%が他の介護支援専門

員を指導する立場である。 

 

図表 64 事業所における役割（Q19） 

48.3 

16.7 

16.0 

34.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理者

他のケアマネジャーを指導する

（研修、OJTの指導役など）

最も経験年数が長い者として

他のケアマネジャーから相談を受ける

上記のどれも当てはまらない

Q19. 事業所におけるあなたの役割・立場について、当てはまるものをす

べてご回答ください。(n=1000)
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(13) チェックリスト使用意向がある介護支援専門員の情報収集先 

チェックリスト使用意向がある介護支援専門員は、介護支援専門員の職域団体や厚労省 HP、

自治体から情報を得ている。 

 

図表 65 チェックリスト使用意向がある介護支援専門員の情報収集先（Q21・22） 

41.9%

40.2%

32.5%

14.7%

30.7%

24.9%

21.1%

17.5%

18.6%

9.1%

10.7%

5.9%

1.0%

28.6%

20.9%

16.8%

31.8%

13.7%

7.1%

5.4%

5.8%

1.0%

5.2%

19.8%

4.6%

0.5%

29.5%

38.9%

50.8%

53.5%

55.7%

68.0%

73.5%

76.7%

80.4%

85.7%

69.5%

89.4%

98.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ケアマネジャーの

職域団体からの情報

厚生労働省ホームページ

自治体からの情報発信

新聞（一般紙）

新聞

（介護や福祉の専門紙）

雑誌

（介護や福祉の専門雑誌）

書籍

保有資格の職域団体

からの情報

自主的な勉強会

雑誌（一般誌）

左記以外の

WEBサイト、SNS

左記以外の

テレビ、動画、DVD

その他

Q21・22ケアマネジャーの専門性にかかわる情報や知識の収集先

（チェックリスト使用意向あり；n=776）

情報を得ている（月1～4回） 情報を得ている（月5回以上） 情報を得ていない
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(14) 介護保険制度や関連する医療・福祉等の政策動向に関する情報取得チャネル 

介護保険制度や関連する医療・福祉等の政策動向に関する情報について、対象者のうち

63.9%が厚労省 HP、60.5%が自治体から得ている。 

 

図表 66 の政策動向に関する情報取得チャネル（Q23） 

39.1 

41.6 

6.2 

32.2 

13.5 

24.2 

34.0 

60.5 

63.9 

54.4 

17.5 

14.9 

4.4 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新聞（一般紙）

新聞（介護や福祉の専門紙）

雑誌（一般誌）

雑誌（介護や福祉の専門雑誌）

書籍

テレビ

SNS

自治体からの情報発信（WEB、メール、FAX等）

厚生労働省ホームページ

ケアマネジャーの職域団体の研修会

保有資格の職域団体の研修会

自主的な勉強会

その他

普段、情報や知識を得ることはない

Q23. 普段、介護保険制度や関連する医療・福祉等の政策動向について、どのようなチャネルか

ら情報取得をしていますか。(n=1000)
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(15) 地域のサービス資源に関する情報取得チャネル 

 地域のサービス資源に関する情報について、対象者のうち 63.0%が自治体、61.1%がそれぞれの

サービス資源の WEB サイトから情報を得ている。 

 

図表 67 地域のサービス資源に関する情報取得チャネル（Q24） 

 

(16) 外部研修の受講状況×チェックリスト使用意向 

 チェックリストを使ってみたいと回答した割合について、外部研修の受講状況によって大きな差

はみられない。 

 
図表 68 外部研修の受講状況（Q25）×チェックリスト使用意向 

61.1 

33.4 

63.0 

5.9 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

それぞれのサービス資源のWEBサイト

実際にサービス資源を見に行く

自治体が提供する情報を取得する

その他

地域のサービス資源の情報を自ら取得すること

はない

Q24.地域のサービス資源について、どのような媒体から最新の情報を取

得していますか。(n=1000)

77.3%

78.3%

22.7%

21.7%

0% 50% 100%

受講した (n=673)

受講していない (n=327)

Q25. 2019年1月～2020年12月の期間の外部の研修等

（法定外研修のみ）の受講状況

チェックリスト使用意向あり チェックリスト使用意向なし
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(17) 受講した外部研修の詳細 

2019 年 1 月～2020 年 12 月の期間の外部の研修等を受講した 673 名のうち、60.5%が自治

体・保険者の研修、55.9%が地域包括支援センターの研修を受講している。 

 

図表 69 外部研修の詳細（Q26） 

60.5%

55.9%

51.0%

33.7%

25.4%

22.0%

21.2%

18.3%

8.5%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80%

自治体・保険者

（区市町村、都道府県）の研修

地域包括支援センターの研修

介護支援専門員協会

（国、都道府県、支部）の研修

社会福祉協議会など

介護・福祉領域の公的団体の研修

民間の研修会社や

研究機関の研修・セミナー

各専門職団体

（国、都道府県、支部）の研修

自主的な勉強会

民間介護事業者や保険外サービス

提供企業などの研修・セミナー

大学などの教育機関あるいは

研究機関の研修・セミナー

その他

Q26. （2019年1月～2020年12月の期間の外部の研修等（法定外

研修のみ）を受講した場合）どのような研修を受講しましたか（複

数回答）

2019年1月～2020年12月の期間の外部の研修等（法定外研修のみ）

を受講 (n=673)
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(18) 自己研鑽の効果 

 ケアマネジメント実践に対する自己研鑽の効果について、対象者の 61.3%が「他の専門職やサ

ービス事業者等とのコミュニケーションがとりやすくなる」、52.4%が「アセスメントを的確かつ効果的・

効率的にできるようになる」と回答している。 

 

図表 70 自己研鑽の効果（Q27） 

50.4 

61.3 

52.4 

42.4 

30.3 

43.4 

38.1 

36.0 

33.1 

0.7 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人や家族との関係構築やコミュニケーションが取りや

すくなる

他の専門職やサービス事業者等とのコミュニケーション

がとりやすくなる

アセスメントを的確かつ効果的・効率的にできるように

なる

アセスメント段階で相談できる多職種の範囲が広がる

本人の生活の将来予測ができるようになる

本人の個別性を反映したケアプランを作成できるように

なる

経験が少ない種類の事例にも自信を持って取り組むこ

とができるようになる

指導や監査に対してもケアの必要性をしっかりと説明で

きるようになる

他のケアマネジャーへの指導・助言がやりやすくなる

その他

特段の効果はないと思う

Q27.自己研鑽（自己学習、情報収集、外部研修への参加等）は、あなたのケアマネジメント実践に

どのような効果があると感じていますか。当てはまるものをすべてご回答ください。(n=1000)
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(19) 上司や同僚等への相談や指導・助言 

 53.6%の対象者が「同僚や先輩などによる指導・助言」が行われていると回答している。 

 

図表 71 上司や同僚等への相談や指導・助言（Q28） 

 

 

(20) 外部の意見を聞く機会 

 45.1%が事業所内の他の介護支援専門員へ相談する機会があると回答している。 

 

図表 72 外部の意見を聞く機会（Q29） 
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27.9%

23.1%

20.4%

25.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

同僚や先輩等による指導・助言

個別のケアプラン等を共有して

指導・助言を受ける機会

さまざまな相談ができる

定期的な相談時間

主任ケアマネジャー等による

スーパービジョン

各自の保有資格にもとづく

専門的知見を活かした情報提供や助言

同行訪問

（訪問等へ同行し指導を受ける機会）

上記項目に十分に取り組めていない

Q28. 所属する事務所内において、次に示すような上司や同僚等への相談や指導・助

言が積極的に行われていますか（複数回答）（n=1000)

45.1%

37.8%

32.1%

29.2%

26.6%

25.0%

15.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

事業所内の他の

ケアマネジャーへの相談

事業所内の管理者への相談

事業所内での検討会への参加

地域包括支援センター主催の

地域ケア会議

市町村への相談

事業所内の管理者以外の

主任ケアマネジャーへの相談

外部の意見を聞く機会はない

Q29.自分の担当事例について、次に挙げるような外部の意見を聞く機会がありますか。

３か月に１回以上意見を聞く機会があるものをすべてご回答ください。(n=1000)
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(21) アセスメント時に相談できる相手 

アセスメント時に相談できる相手について、57.3%が施設事業所の介護支援専門員、45.9%が所

属事業所の管理者や主任を選択している。 

 

 

図表 73 アセスメント時に相談できる相手（Q30）
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4.3%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

所属事業所の同職種（ケアマネジャー）

所属事業所の管理者や主任

行政（介護保険の担当課）

地域包括支援センターの主任介護支援専門員

地域包括支援センターのその他職員

看護師、保健師

医療ソーシャルワーカー

所属事業所の看護師、保健師

医師・歯科医師

PT/OT/ST

行政（福祉事務所等の福祉の担当課）

（主任）介護支援専門員

所属事業所の介護福祉士、社会福祉士

介護福祉士、社会福祉士

所属事業所のその他の専門職

生活困窮者を支援する機関

所属事業所のPT/OT/ST

薬剤師

その他の専門職

社会福祉協議会

行政(その他の担当課）

認知症初期集中支援チーム

弁護士・司法書士・行政書士

在宅療養支援診療所・病院

民生委員協議会

社会保険労務士

所属事業所の薬剤師

フィナンシャルプランナー(FP)

相談できる相手はいない

その他

Q30. 現在のケアマネジメント業務について、アセスメント段階で相

談できる相手をすべて選択してください。(n=1000)
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(22) 研修や能力開発の機会 

 介護施設に勤務している介護支援専門員の 21.9%が研修や能力開発の機会が不十分と回答し

ている。 

図表 74 研修や能力開発の機会（Q33）
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全体 (n=1000)
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女性 (n=608)
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50代 (n=372)

60代以上 (n=173)

3年以下 (n=133)

4～10年 (n=395)

11年以上 (n=472)

主任介護支援専門員 (n=531)

主任介護支援専門員ではない (n=469)

居宅介護支援事業所 (n=805)

地域包括支援センター (n=63)

介護施設 (n=114)

その他 (n=18)

35人以下 (n=659)

36人以上 (n=320)

担当利用者はいない (n=21)
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Q33. あなたは現在の研修や能力開発の機会についてどのように感じていますか。

十分である どちらかと言えば十分である どちらともいえない どちらかと言えば不十分である 不十分である
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(23) 研修や能力開発の機会が不十分である理由 

 研修や能力開発の機会が「不十分」「どちらかといえば不十分」と回答した 325名のうち、58.8%が

外部の研修を受講する機会が少ないと回答している。 

 

図表 75 研修や能力開発の機会が不十分である理由（Q34） 

 

(24) 自己研鑽における課題 

 自己研鑽における課題について、50.5%が「業務が忙しく勉強する時間がない」と回答している。 

図表 76 自己研鑽における課題（Q35） 
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その他

Q34. 現在の研修や能力開発の機会が不十分である理由について、当てはまるものを

すべてご回答ください。 (n=325)

「あなたは現在の研修や能力開発の機会についてどのように感じていますか。」に「４．どちらか

といえば不十分である」「５．不十分である」と答えた場合(n=325)
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Q35. 自己研鑽（自己学習、情報収集、外部研修への参加等）における課題について、

当てはまるものをすべてご回答ください。(n=1000)
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(25) 介護支援専門員の職域に関する考え方 

 介護支援専門員の職域に関する考え方について、約 30%が「他の職種との役割分担を見直す

べき」と考えており、「介護支援専門員に期待される役割が変化するのは仕方ない」と考えている

介護支援専門員は約 7%である。 

 

図表 77 介護支援専門員としての考え方（１）
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Q41.世帯や個人の属性変化を踏まえ、意思決定支援や家族支援（仕事と介護や子育て

等との両立など）、災害時の被災者支援、地域の社会資源やネットワーク構築等、ケアマ

ネジャーに期待される役割が幅広い領域に広がっています。あなたの考え方は、下記Aと

Bのどちらに近いですか。

A：期待される役割が広がり過ぎると対応しきれないので、ケアマネジャーと他の職種との

役割分担を見直すべきである

B：社会環境の変化によってケアマネジャーに期待される役割が広がったり変化していくの

は仕方ない

総じてAの考え方に近い どちらかと言えばAの考え方に近い どちらとも言えない どちらかと言えばBの考え方に近い 総じてBの考え方に近い

Q41.世帯や個人の属性変化を踏まえ、意思決定支援や家族支援（仕事と介護や子育て等との両立など）、災害時の被

災者支援、地域の社会資源やネットワーク構築等、ケアマネジャーに期待される役割が幅広い領域に広がっています。あ

なたの考え方は、下記 A と B のどちらに近いですか。 

  

A：期待される役割が広がり過ぎると対応しきれないので、ケアマネジャーと他の職種との役割分担を見直すべきである 

B：社会環境の変化によってケアマネジャーに期待される役割が広がったり変化していくのは仕方ない 
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(26) 地域資源との連携に関する考え方 

 地域資源との連携に関する考え方について、17.7%が「新たな関係性の構築も含めて取り組むべ

き」と考えており、「現実的に責任を持って関係性を構築できる範囲に絞って連携を実現すべき」と

考えている介護支援専門員は 8.0%である。 

 
図表 78 介護支援専門員としての考え方（２）
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Q42. 独居の高齢者や認知症のある高齢者など、地域の要介護者の状況が変化するに伴

い、かかりつけ医及び医療職は当然のこと、インフォーマルサポートなどさまざまな地域

の資源との連携が求められています。一方で、限られた業務時間で多くの利用者のマネ

ジメントを担当するには、現実的に幅広い連携を実現する難しさもあります。あなたの考え

方は、下記AとBのどちらに近いですか。

A：利用者や家族の目指す生活の実現のために必要な連携を新たな関係性の構築も含

めて取り組むべきだ

B：現実的に責任を持って関係性を構築できる範囲に絞っ

総じてAの考え方に近い どちらかと言えばAの考え方に近い どちらとも言えない どちらかと言えばBの考え方に近い 総じてBの考え方に近い

Q42.独居の高齢者や認知症のある高齢者など、地域の要介護者の状況が変化するに伴い、かかりつけ医及び医療職は当

然のこと、インフォーマルサポートなどさまざまな地域の資源との連携が求められています。一方で、限られた業務時間で多

くの利用者のマネジメントを担当するには、現実的に幅広い連携を実現する難しさもあります。あなたの考え方は、下記 A と

B のどちらに近いですか。 

  

A：利用者や家族の目指す生活の実現のために必要な連携を新たな関係性の構築も含めて取り組むべきだ 

B：現実的に責任を持って関係性を構築できる範囲に絞って連携を実現すべきだ 
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(27) 業務範囲に関する考え方 

 業務範囲に関する考え方について、9.4%が「自らの判断でケアマネジメントを実践するべき」と考

えており、「法令・通知等によって業務範囲を明確に規定すべき」と考えている介護支援専門員は

13.7%である。 

 

図表 79 介護支援専門員としての考え方（３）
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Q43. ケアマネジメントへの期待が大きく広がる一方、居宅介護支援として実施すべき業務

の範囲については、介護給付サービスの調整と給付管理以外の部分については、必ずし

も範囲が明確に定まっているわけではありません。あなたの考え方は下記AとBのどちらに

近いですか。

A:個別事例によって関わるべき範囲が異なるので、ケアマネジャーが自らの判断でケアマ

ネジメント実践するべき

B:居宅介護支援には介護報酬が支払われているので、法令・通知等によって業務範囲を

明確に規定すべき

総じてAの考え方に近い どちらかと言えばAの考え方に近い どちらとも言えない どちらかと言えばBの考え方に近い 総じてBの考え方に近い

Q43.ケアマネジメントへの期待が大きく広がる一方、居宅介護支援として実施すべき業務の範囲については、介護給付

サービスの調整と給付管理以外の部分については、必ずしも範囲が明確に定まっているわけではありません。あなたの

考え方は下記 A と B のどちらに近いですか。 

  

A:個別事例によって関わるべき範囲が異なるので、ケアマネジャーが自らの判断でケアマネジメントを実践するべき 

B:居宅介護支援には介護報酬が支払われているので、法令・通知等によって業務範囲を明確に規定すべき 
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(28) 専門職としてのスキルアップに関する考え方 

 専門職としてのスキルアップに関する考え方について、36.0%が「継続的に自己研鑽すべき」と考

えており、「介護保険制度に関連する知識を以て従事すれば良い」と考えている介護支援専門員

は 4.2%である。 

 

図表 80 介護支援専門員としての考え方（４）

36.0%

36.7%

35.5%

36.8%

36.1%

34.1%

39.3%

32.3%

39.0%

34.5%

35.4%

36.7%

35.2%

28.6%

46.5%

33.3%

36.1%

36.3%

28.6%

33.3%

32.6%

33.7%

33.3%

32.9%

34.4%

31.8%

42.1%

30.9%

32.8%

32.8%

33.9%

33.9%

39.7%

25.4%

33.3%

33.8%

32.2%

33.3%

17.9%

15.6%

19.4%

20.7%

16.3%

21.0%

13.3%

13.5%

17.2%

19.7%

19.2%

16.4%

18.1%

17.5%

17.5%

11.1%

17.1%

20.3%

4.8%

8.6%

9.2%

8.2%

4.6%

10.3%

7.0%

10.4%

8.3%

8.4%

8.9%

8.5%

8.7%

8.8%

9.5%

5.3%

16.7%

9.0%

6.9%

23.8%

4.2%

5.9%

3.1%

4.6%

4.3%

3.5%

5.2%

3.8%

4.6%

4.0%

4.1%

4.3%

4.0%

4.8%

5.3%

5.6%

3.9%

4.4%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=1000)

男性(n=390)

女性 (n=608)

30代以下(n=87)

40代 (n=368)

50代 (n=372)

60代以上 (n=173)

3年以下 (n=133)

4～10年 (n=395)

11年以上 (n=472)
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Q44. ケアマネジャーは専門職であり自ら主体的に知識・技術を高める研鑽を続けるべきと

の考え方がある一方、介護保険制度に基づいた業務に従事するのであって介護給付

サービスを中心とした知識を持って業務に従事すれば良いとの考え方もあります。あなた

の考え方は、下記AとBのどちらに近いですか。

A：ケアマネジャーは専門職であり、継続的に自己研鑽すべき

B：介護保険制度に基づく業務であり、関連する知識を持って従事すれば良い

総じてAの考え方に近い どちらかと言えばAの考え方に近い どちらとも言えない どちらかと言えばBの考え方に近い 総じてBの考え方に近い

Q44.ケアマネジャーは専門職であり自ら主体的に知識・技術を高める研鑽を続けるべきとの考え方がある一方、

介護保険制度に基づいた業務に従事するのであって介護給付サービスを中心とした知識を持って業務に従事す

れば良いとの考え方もあります。あなたの考え方は、下記 A と B のどちらに近いですか。 

A：ケアマネジャーは専門職であり、継続的に自己研鑽すべき 

B：介護保険制度に基づく業務であり、関連する知識を持って従事すれば良い 
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(29) あらゆる事例に対する対応に関する考え方 

 あらゆる事例に対する対応に関する考え方について、25.1%が「あらゆる事例に対応できるような

介護支援専門員を目指したい」と考えており、領域特化した介護支援専門員を目指したい」と考え

ている介護支援専門員は 5.9%である。 

 

図表 81 介護支援専門員としての考え方（５）
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Q45. ケアマネジャーが向き合う事例にはさまざまな種類があり、専門性の高いケアマネジメント実践のた

めには、事例のタイプごとに強みを持ったケアマネジャーに分かれていくべきとの考え方があります。一

方、生活全般を捉えて日常生活の継続を支援するという観点に立てば、他の専門職との連携を前提に、

あらゆる事例に対応できるようなケアマネジャーを目指すべきとの考え方もあります。あなたの考え方

は、下記AとBのどちらに近いですか。

A:特定の種類の事例に対する強みと経験を伸ばし、領域特化したケアマネジャーを目指したい

B：他

総じてAの考え方に近い どちらかと言えばAの考え方に近い どちらとも言えない どちらかと言えばBの考え方に近い 総じてBの考え方に近い

Q45.ケアマネジャーが向き合う事例にはさまざまな種類があり、専門性の高いケアマネジメント実践のために

は、事例のタイプごとに強みを持ったケアマネジャーに分かれていくべきとの考え方があります。一方、生活全

般を捉えて日常生活の継続を支援するという観点に立てば、他の専門職との連携を前提に、あらゆる事例に

対応できるようなケアマネジャーを目指すべきとの考え方もあります。あなたの考え方は、下記 A と B のどちら

に近いですか。 

A:特定の種類の事例に対する強みと経験を伸ばし、領域特化したケアマネジャーを目指したい 

B：他の専門職等との連携を前提に、あらゆる事例に対応できるようなケアマネジャーを目指したい 
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(30) 自己研鑽に関する考え方 

 自己研鑽に関する考え方について、22.0%が「事業所・法人が自己研鑽の費用を支出すべき」と

考えており、「自らの費用を使うのが当然」と考えている介護支援専門員は 6.3%である。 

 

図表 82 介護支援専門員としての考え方（６）
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Q46. 求められる自己研鑽（自己学習、情報収集、外部研修受講など）について、専門職な

のだから自らの費用を使って自ら投資して取り組むものだとの考え方がある一方、業務に

必要な知見の修得なのだから事業所・法人が研鑽に必要な費用を出すべきだとの考え方

もあります。あなたの考え方は、下記AとBのどちらに近いですか。

A：研鑽は自分への投資なのだから自らの費用を使うのが当然だ

B：研鑽は業務に必要な知見修得への投資なのだから事業所・法人が費用を支出するの

が当然だ

総じてAの考え方に近い どちらかと言えばAの考え方に近い どちらとも言えない どちらかと言えばBの考え方に近い 総じてBの考え方に近い

Q46.求められる自己研鑽（自己学習、情報収集、外部研修受講など）について、専門職なのだから自らの費

用を使って自ら投資して取り組むものだとの考え方がある一方、業務に必要な知見の修得なのだから事業所・

法人が研鑽に必要な費用を出すべきだとの考え方もあります。あなたの考え方は、下記 A と B のどちらに近い

ですか。 

 A：研鑽は自分への投資なのだから自らの費用を使うのが当然だ 

B：研鑽は業務に必要な知見修得への投資なのだから事業所・法人が費用を支出するのが当然だ 
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巻末資料 2  アンケート調査項目 

 

設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

1 あなたは、介護支援専門員資格を

持っていますか？ 

SA □はい 

□いいえ 

※「いいえ」を答えた人は終了 

2 あなたの現在の勤務先をご回答くださ

い。 

SA □居宅介護支援事業所 

□地域包括支援センター 

□介護施設（特養、老健、グループホーム、有料

老人ホーム等） ※サービス付き高齢者向け住宅

併設の居宅介護支援事業所を除く 

□その他（    ） 

※Q2 で「介護施設」or「その他」、かつ、Q3 で「担当していない」と答えた人は終了 

3 あなたは現在ご利用者を担当してい

ますか？担当している方は、ご利用

者数もご回答ください。 

SA ＆

NA 

担当している(     )名 

担当していない 

4 あなたの年齢をご回答ください。 NA （ ）歳 

5 あなたの性別をご回答ください。 SA □男性 

□女性 

□その他 

6 あなたのケアマネジャーとしての業務経

験年数（通算年数）をご回答くださ

い。 

NA （   ）年 （   ）か月 

7 あなたがケアマネジャー資格を初めて

取得した年をご回答ください。 

NA 西暦（   ）年 

8 あなたの現在の雇用形態・勤務形態

をご回答ください。 

SA □常勤・専従 

□常勤・非専従 

□非常勤・専従 

□非常勤・非専従 

9 あなたは主任介護支援専門員です

か。 

SA □主任介護支援専門員である 

□主任介護支援専門員ではない 



139 

設 問

番号 
設問文 

回 答

形式 
選択肢 

10 あなたの保有資格について、当てはま

るものをすべてご回答ください。 

MA □医師 

□歯科医師 

□看護師 

□保健師 

□助産師 

□薬剤師 

□理学療法士 

□作業療法士 

□言語聴覚士 

□社会福祉士 

□介護福祉士 

□精神保健福祉士 

□栄養士（管理栄養士を含む） 

□歯科衛生士 

□あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師 

□柔道整復師 

□視能訓練士 

□義肢装具士 

□当てはまるものはない 

11 あなたのこれまでの法定研修の受講

実績をすべてご回答ください。 

MA □ 【旧カリキュラム】実務研修 

□ 【旧カリキュラム】実務従事者基礎 

□ 【旧カリキュラム】更新研修（専門Ⅰ） 

□ 【旧カリキュラム】更新研修（専門Ⅱ） 

□ 【旧カリキュラム】主任研修 

□ 【新カリキュラム】実務研修 

□ 【新カリキュラム】更新研修（専門Ⅰ） 

□ 【新カリキュラム】更新研修（専門Ⅱ） 

□ 【新カリキュラム】主任研修 

□ 【新カリキュラム】主任更新研修 

□ 当てはまるものはない 
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設 問

番号 
設問文 

回 答

形式 
選択肢 

12 あなたがこれまでに「５件以上」担当

したことのある事例の種類について、

当てはまるものをすべて回答ください。 

１つの事例で複数の種類に該当する

場合は、各種類の経験件数にそれぞ

れカウントしてください。 

 

例：A さんが「90 歳以上の独居者」

で「医療的ケアの必要な方」だった場

合は、それぞれの事例の件数としてカ

ウントしてください。 

MA □ 90 歳以上の独居者 

□ 認・認高齢世帯 

□ 医療的ケアの必要な方（ガン末期、難病除

く） 

□ 重度認知症の方 

□ 難病 

□ ガン末期 

□ 看取り（ガン以外） 

□ 生活困窮（生活保護等) 

□ 当てはまるものはない 

13 所属事業所が所在する都道府県を

ご回答ください。 

※複数の事業所に従事している方

は、主に従事している事業所について

ご回答ください 

SA ※47 都道府県のリストから選択 

14 所属事業所が所在する市町村の種

別をご回答ください。 

※複数の事業所に従事している方

は、主に従事している事業所について

ご回答ください 

SA □特別区・政令市 

□中核市・一般市 

□町・村 

15 2021 年 1 月時点における、所属事

業所の特定加算の有無・状況をご

回答ください。 

※複数の事業所に従事している方

は、主に従事している事業所について

ご回答ください 

SA □特定加算Ⅰ 

□特定加算Ⅱ 

□特定加算Ⅲ 

□特定加算Ⅳ 

□加算なし 

□勤務先が居宅介護支援事業所以外 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

16 所属事業所の従業員数をご回答く

ださい。 

（所属事業所に勤める常勤・非常

勤の介護支援専門員及び事務職

員を合わせた概数をご回答ください） 

※複数の事業所に従事している方

は、主に従事している事業所について

ご回答ください 

NA 約（        ）人  

17 所属事業所に併設している事業所

（居宅介護支援事業所を除く）に

ついて、当てはまるものをすべてご回

答ください。 

MA □地域包括支援センター 

□在宅介護支援センター 

□介護老人保健施設（地域密着型を含む） 

□介護医療院 

□療養病床を有する病院・診療所 

□病院・診療所（上記以外） 

□薬局 

□認知症対応型共同生活介護（グループホー

ム） 

□有料老人ホーム・ケアハウス等（特定施設含

む） 

□訪問介護 

□訪問入浴介護 

□訪問看護 

□訪問リハビリテーション 

□通所介護 

□通所リハビリテーション 

□短期入所生活介護 

□短期入所療養介護 

□福祉用具貸与 

□福祉用具販売 

□夜間対応型訪問介護 

□定期巡回・随時対応型訪問介護 

□小規模多機能型居宅介護 

□看護小規模多機能型居宅介護 

□認知症対応型通所介護 

□住宅改修を行っている事業所 

□はり、きゅう、あん摩、マッサージ、指圧、接骨院 

□サービス付高齢者住宅 

□併設なし 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

18 あなたが普段使っているアセスメントツ

ールの種類について、当てはまるもの

をすべてご回答ください。 

MA □居宅サービス計画ガイドライン方式（全国社会

福祉協議会）方式 

□インターライ方式 

□包括的自立支援プログラム（三団体ケアプラン

策定研究会）方式 

□TAI 方式 

□ケアマネジメント実践記録様式（日本社会福祉

士会方式） 

□竹内方式 

□日本介護福祉会方式 

□白澤方式 

□日本訪問看護振興団方式 

□法人・事業所の独自の様式 

□上記以外でケアプラン作成支援ソフトなどに付属

しているもの 

□その他 

□特に決まった様式は用いていない 

19 事業所におけるあなたの役割・立場

について、当てはまるものをすべてご回

答ください。 

MA □管理者□他のケアマネジャーを指導する（研修、

OJT の指導役など）□最も経験年数が長い者とし

て他のケアマネジャーから相談を受ける□上記のどれ

も当てはまらない 

20 普段、業務時間以外に、ケアマネジ

ャーとしての知識向上のために自己学

習を行っていますか。 

自己学習を行っている場合には、週

あたりの学習時間をご回答ください。 

NA □普段から自己学習をしている → 週 （  ）

時間程度 

□普段、自己学習をしていない 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

21 普段、ケアマネジャーの専門性にかか

わる情報や知識をどこから得ています

か。 

MA □新聞（一般紙） ※紙媒体だけでなく WEB を

含む 

□新聞（介護や福祉の専門紙） ※紙媒体だけ

でなく WEB を含む 

□雑誌（一般誌） ※紙媒体だけでなく WEB を

含む 

□雑誌（介護や福祉の専門雑誌） ※紙媒体だ

けでなく WEB を含む 

□書籍 ※紙媒体だけでなく電子書籍を含む 

□ケアマネジャーの職域団体からの情報（WEB、メ

ールマガジン、研修会など） 

□保有資格の職域団体からの情報（WEB、メー

ルマガジン、研修会など） 

□自治体からの情報発信（WEB、メール、FAX

等） 

□厚生労働省ホームページ 

□上記以外のテレビ、動画、DVD 

□上記以外の WEB サイト、SNS 

□自主的な勉強会 

□その他（   ） 

□普段、情報や知識を収集することはない 

22 （前問で「情報収集している」と答え

たそれぞれの項目について） 

情報や知識を得ている項目につい

て、どのくらいの頻度で情報や知識を

得ていますか。 

平均して概ね１か月に何回程度か、

頻度をご回答ください。 

FA ・平均して概ね１か月に（  ）回程度 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

23 普段、介護保険制度や関連する医

療・福祉等の政策動向について、どの

ようなチャネルから情報取得をしていま

すか。 

MA □新聞（一般紙） 

□新聞（介護や福祉の専門紙） 

□雑誌（一般誌） 

□雑誌（介護や福祉の専門雑誌） 

□書籍 

□テレビ 

□SNS 

□自治体からの情報発信（WEB、メール、FAX

等） 

□厚生労働省ホームページ 

□ケアマネジャーの職域団体の研修会 

□保有資格の職域団体の研修会 

□自主的な勉強会 

□その他（   ） 

□普段、情報や知識を得ることはない 

24 地域のサービス資源について、どのよう

な媒体から最新の情報を取得してい

ますか。 

MA □それぞれのサービス資源の WEB サイト 

□実際にサービス資源を見に行く 

□自治体が提供する情報を取得する 

□その他（     ） 

□地域のサービス資源の情報を自ら取得することは

ない 

25 2019 年 1 月～2020 年 12 月の

期間の外部の研修等（法定外研

修のみ）の受講状況をご回答くださ

い。 

SA □受講した 

□受講していない 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

26 （前問で「受講した」と答えた場合） 

どのような研修を受講しましたか。 

当てはまるものをすべてご回答くださ

い。 

MA □自治体・保険者（区市町村、都道府県）の研

修 

□社会福祉協議会など介護・福祉領域の公的団

体の研修 

□地域包括支援センターの研修 

□介護支援専門員協会（国、都道府県、支

部）の研修 

□各専門職団体（国、都道府県、支部）の研修 

□大学などの教育機関あるいは研究機関の研修・

セミナー 

□民間の研修会社や研究機関の研修・セミナー 

□民間介護事業者や保険外サービス提供企業な

どの研修・セミナー 

□自主的な勉強会 

□その他（   ）  

27 自己研鑽（自己学習、情報収集、

外部研修への参加等）は、あなたの

ケアマネジメント実践にどのような効果

があると感じていますか。 

当てはまるものをすべてご回答くださ

い。 

MA □本人や家族との関係構築やコミュニケーションが取

りやすくなる 

□他の専門職やサービス事業者等とのコミュニケーシ

ョンがとりやすくなる 

□アセスメントを的確かつ効果的・効率的にできるよ

うになる 

□アセスメント段階で相談できる多職種の範囲が広

がる 

□本人の生活の将来予測ができるようになる 

□本人の個別性を反映したケアプランを作成できる

ようになる 

□経験が少ない種類の事例にも自信を持って取り

組むことができるようになる 

□指導や監査に対してもケアの必要性をしっかりと

説明できるようになる 

□他のケアマネジャーへの指導・助言がやりやすくな

る 

□その他（   ） 

□特段の効果はないと思う 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

28 所属する事業所内において、次に示

すような上司や同僚等への相談や指

導・助言が積極的に行われています

か。 

当てはまるものをすべてご回答くださ

い。 

MA □主任ケアマネジャー等によるスーパービジョン 

□同僚や先輩等による指導・助言 

□同行訪問（訪問等へ同行し指導を受ける機

会） 

□さまざまな相談ができる定期的な相談時間 

□個別のケアプラン等を共有して指導・助言を受け

る機会 

□各自の保有資格にもとづく専門的知見を活かし

た情報提供や助言 

□上記項目に十分に取り組めていない 

29 自分の担当事例について、次に挙げ

るような外部の意見を聞く機会があり

ますか。 

３か月に１回以上意見を聞く機会

があるものをすべてご回答ください。 

MA □事業所内の管理者への相談 

□事業所内の管理者以外の主任ケアマネジャーへ

の相談 

□事業所内の他のケアマネジャーへの相談 

□事業所内での検討会への参加 

□地域包括支援センター主催の地域ケア会議 

□介護支援専門員組織への相談 

□市町村への相談 

□その他（    ） 

□外部の意見を聞く機会はない 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

30 現在のケアマネジメント業務につい

て、アセスメント段階で相談できる相

手をすべて選択してください。 

MA □ 所属事業所の管理者や主任 

□ 所属事業所の同職種（ケアマネジャー） 

□ 所属事業所の看護師、保健師 

□ 所属事業所の薬剤師 

□ 所属事業所の PT/OT/ST 

□ 所属事業所の介護福祉士、社会福祉士 

□ 所属事業所のその他の専門職 

□ （主任）介護支援専門員 

□ 医師・歯科医師 

□ 看護師、保健師 

□ 薬剤師 

□ PT/OT/ST 

□ 介護福祉士、社会福祉士 

□ 医療ソーシャルワーカー 

□ その他の専門職 

□ 弁護士・司法書士・行政書士 

□ 社会保険労務士 

□ フィナンシャルプランナー(FP) 

□ 在宅療養支援診療所・病院 

□ 認知症初期集中支援チーム 

□ 地域包括支援センターの主任介護支援専門

員 

□ 地域包括支援センターのその他職員 

□ 生活困窮者を支援する機関 

□ 行政（介護保険の担当課） 

□ 行政（福祉事務所等の福祉の担当課） 

□ 行政(その他の担当課） 

□ 民生委員協議会 

□ 社会福祉協議会 

□ その他（   ） 

□ 相談できる相手はいない 

31 ケアマネジャーの職域ネットワークへ参

加していますか。参加しているものをす

べてご回答ください。 

MA □ 全国規模のネットワーク（協会、学会等）□ 

都道府県規模のネットワーク（都道府県の介護支

援専門員協会）□ 地域単位のネットワーク（地

域支部単位のケアマネジャー協会・連絡会等）□ 

上記以外のネットワーク□ 職域ネットワークへは参

加していない 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

32 （上記で「参加していない」以外を答

えた人） 

参加先している職域ネットワークをご

回答ください 

FA 自由記述 

33 あなたは現在の研修や能力開発の

機会についてどのように感じています

か。 

SA □十分である 

□どちらかと言えば十分である 

□どちらともいえない 

□どちらかと言えば不十分である 

□不十分である 

34 （前問で「４．どちらかといえば不十

分である」「５．不十分である」と答

えた場合） 

現在の研修や能力開発の機会が不

十分である理由について、当てはまる

ものをすべてご回答ください。 

MA □事業所内で実践的な指導を受ける体制がとれな

い 

□事業所内で体系的な指導を受けることが難しい 

□外部の研修を受講する機会が少ない 

□研修に参加する時間がとれない 

□能力を高め業務に役立てられる研修がない（少

ない） 

□その他（     ） 

35 自己研鑽（自己学習、情報収集、

外部研修への参加等）における課

題について、当てはまるものをすべてご

回答ください。 

MA □業務が忙しく勉強する時間がない 

□業務時間中の研修等に参加することに周りの理

解がない 

□自己研鑽の費用を自己負担しなくてはならない 

□モチベーションが上がらない 

□勉強してもキャリアアップにつながらない 

□何を勉強すれば良いか分からない 

□自分の環境に合った教材や研修が見つからない 

□その他（    ） 

□自己研鑽における課題はない 

36 現在の自分の力量についての自己

評価をご回答ください。 

SA □ケアマネジャーとしてケアマネジメントを行う上で十

分な力量を備えている 

□現在の業務をこなすことはできるが、ケアマネジャー

として十分な力量を備えているとはいえない 

□現在の業務をこなすうえで、力量不足を感じるこ

とが多い 

□わからない 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

37 それぞれの分野についてケアマネジャ

ーとして求められる役割に対して、ご

自身の知識や経験について、どの程

度十分であると感じていますか。 

 

1) 本人及び家族に対する相談援

助 

2) 本人の意思決定の支援 

3) 生活の将来予測に基づく課題の

抽出 

4) 疾患に応じた課題や支援内容

の整理 

5) 本人の意向と個別性を尊重した

支援の組み立て 

6) 本人及び家族の支援に必要な

かかりつけ医等の専門職との連携 

7) 本人及び家族の支援に必要な

サービス事業者との連携 

8) 地域の介護・医療・福祉に関す

る地域資源のネットワーキング 

9) 地域のインフォーマルサポートや

保険外サービス資源のネットワーキン

グ 

10) 介護保険制度や地域の介護・

医療・福祉に関する政策・施策動向

の理解 

マ ト リ

クス 

□知識や経験を十分有していると感じる 

□知識や経験を有していると感じる 

□知識や経験が不足していると感じる 

□知識や経験が非常に不足していると感じる 
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設 問

番号 
設問文 

回 答

形式 
選択肢 

38 ケアマネジメントの実践上の課題につ

いて、ご回答ください。 

1) 本人や家族との関係構築、相

談援助 

2) 他の専門職からの情報収集や

意見聴取 

3) 非専門職からの情報収集や意

見聴取 

4) (再)アセスメント（情報収集・整

理、分析、課題抽出） 

5) ケアプラン（案）の作成 

6) 利用者やその家族等への、ケア

プラン内容の説明、合意形成 

7) 非専門職を交えたアセスメントや

ケア内容等の検討・共有 

8) 本人及び家族の生活の目標実

現に資するモニタリング 

9) 他の専門職とのアセスメントやケ

ア内容等に関する検討（退院前の

カンファレンス、サービス担当者会議、

地域ケア会議など） 

10) 事業所内外での事例に基づく

検討（所内の事例検討会、地域ケ

ア会議など） 

 

マ ト リ

クス 

□非常に課題を感じている 

□少し課題を感じている 

□あまり課題を感じていない 

□全く課題を感じていない 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

39 多職種連携について、特に他職種か

らの情報取得における課題について、

ご回答ください。 

MA □何を聞けば良いか分からない 

□いつ連携するのが良いのかわからない 

□地域に連携できる他職種が少ない 

□利用者または介護者が情報の提供を望まない 

□課題は特にない 

40 多職種連携について、特に他職種へ

の情報提供における課題について、ご

回答ください。 

MA □他職種に情報を伝えるタイミングや伝える相手の

判断が難しい 

□ポイントを絞って伝えるのが難しい 

□他職種が情報を求めていない 

□利用者または介護者が情報の提供を望まない 

□課題は特にない 

41 世帯や個人の属性変化を踏まえ、

意思決定支援や家族支援（仕事と

介護や子育て等との両立など）、災

害時の被災者支援、地域の社会資

源やネットワーク構築等、ケアマネジャ

ーに期待される役割が幅広い領域に

広がっています。 

あなたの考え方は、下記 A と B のどち

らに近いですか。 

 

A：期待される役割が広がり過ぎると

対応しきれないので、ケアマネジャーと

他の職種との役割分担を見直すべき

である 

B：社会環境の変化によってケアマネ

ジャーに期待される役割が広がったり

変化していくのは仕方ない 

SA □総じて A の考え方に近い 

□どちらかと言えば A の考え方に近い 

□どちらとも言えない 

□どちらかと言えば B の考え方に近い 

□総じて B の考え方に近い 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

42 独居の高齢者や認知症のある高齢

者など、地域の要介護者の状況が変

化するに伴い、かかりつけ医及び医療

職は当然のこと、インフォーマルサポー

トなどさまざまな地域の資源との連携

が求められています。 

一方で、限られた業務時間で多くの

利用者のマネジメントを担当するに

は、現実的に幅広い連携を実現する

難しさもあります。 

あなたの考え方は、下記 A と B のどち

らに近いですか。 

 

A：利用者や家族の目指す生活の

実現のために必要な連携を新たな関

係性の構築も含めて取り組むべきだ 

B：現実的に責任を持って関係性を

構築できる範囲に絞って連携を実現

すべきだ 

SA □総じて A の考え方に近い 

□どちらかと言えば A の考え方に近い 

□どちらとも言えない 

□どちらかと言えば B の考え方に近い 

□総じて B の考え方に近い 

43 ケアマネジメントへの期待が大きく広が

る一方、居宅介護支援として実施す

べき業務の範囲については、介護給

付サービスの調整と給付管理以外の

部分については、必ずしも範囲が明

確に定まっているわけではありません。 

あなたの考え方は下記 A と B のどちら

に近いですか。 

 

A:個別事例によって関わるべき範囲

が異なるので、ケアマネジャーが自らの

判断でケアマネジメントを実践するべ

き 

B:居宅介護支援には介護報酬が支

払われているので、法令・通知等によ

って業務範囲を明確に規定すべき 

SA □総じて A の考え方に近い 

□どちらかと言えば A の考え方に近い 

□どちらとも言えない 

□どちらかと言えば B の考え方に近い 

□総じて B の考え方に近い 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

44 ケアマネジャーは専門職であり自ら主

体的に知識・技術を高める研鑽を続

けるべきとの考え方がある一方、介護

保険制度に基づいた業務に従事する

のであって介護給付サービスを中心と

した知識を持って業務に従事すれば

良いとの考え方もあります。 

あなたの考え方は、下記 A と B のどち

らに近いですか。 

 

A：ケアマネジャーは専門職であり、

継続的に自己研鑽すべき 

B：介護保険制度に基づく業務であ

り、関連する知識を持って従事すれ

ば良い 

SA □総じて A の考え方に近い 

□どちらかと言えば A の考え方に近い 

□どちらとも言えない 

□どちらかと言えば B の考え方に近い 

□総じて B の考え方に近い 

45 ケアマネジャーが向き合う事例にはさ

まざまな種類があり、専門性の高いケ

アマネジメント実践のためには、事例

のタイプごとに強みを持ったケアマネジ

ャーに分かれていくべきとの考え方があ

ります。一方、生活全般を捉えて日

常生活の継続を支援するという観点

に立てば、他の専門職との連携を前

提に、あらゆる事例に対応できるよう

なケアマネジャーを目指すべきとの考え

方もあります。 

あなたの考え方は、下記 A と B のどち

らに近いですか。 

 

A:特定の種類の事例に対する強み

と経験を伸ばし、領域特化したケアマ

ネジャーを目指したい 

B：他の専門職等との連携を前提

に、あらゆる事例に対応できるような

ケアマネジャーを目指したい 

SA □総じて A の考え方に近い 

□どちらかと言えば A の考え方に近い 

□どちらとも言えない 

□どちらかと言えば B の考え方に近い 

□総じて B の考え方に近い 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

46 求められる自己研鑽（自己学習、

情報収集、外部研修受講など）に

ついて、専門職なのだから自らの費用

を使って自ら投資して取り組むものだ

との考え方がある一方、業務に必要

な知見の修得なのだから事業所・法

人が研鑽に必要な費用を出すべきだ

との考え方もあります。 

あなたの考え方は、下記 A と B のどち

らに近いですか。 

 

A：研鑽は自分への投資なのだから

自らの費用を使うのが当然だ 

B：研鑽は業務に必要な知見修得

への投資なのだから事業所・法人が

費用を支出するのが当然だ 

SA □総じて A の考え方に近い 

□どちらかと言えば A の考え方に近い 

□どちらとも言えない 

□どちらかと言えば B の考え方に近い 

□総じて B の考え方に近い 
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設 問

番号 
設問文 

回 答

形式 
選択肢 

47 （「適切なケアマネジメント手法」に

関する 10 分間の動画を視聴した上

で） 

※13 分まで動画をご覧いただいた上

で、ご質問にお答えください 

 

このような手法は、日々のケアマネジ

メントの各場面において参考になると

思いますか。各設問のご自身のお考

えに近い選択肢の欄に１つに○をつ

けて下さい 

 

1）本人や家族との関係構築、相談

援助 

2) 他の専門職からの情報収集や

意見聴取 

3) 非専門職からの情報収集や意

見聴取 

4) (再)アセスメント（情報収集・整

理、分析、課題抽出） 

5) ケアプラン（案）の作成 

6) 利用者やその家族等への、ケア

プラン内容の説明、合意形成 

7) 非専門職を交えたアセスメントや

ケア内容等の検討・共有 

8）本人及び家族の生活の目標実

現に資するモニタリング 

9) 他の専門職とのアセスメントやケ

ア内容等に関する検討（退院前の

カンファレンス、サービス担当者会議、

地域ケア会議など） 

10) 事業所内外での事例に基づく

検討（所内の事例検討会、地域ケ

ア会議など） 

 

 

マ ト リ

クス 

□とても参考になると思う 

□参考になると思う 

□あまり参考にならないと思う 

□全く参考にならないと思う 
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設問

番号 
設問文 

回答

形式 
選択肢 

48 （チェックリストのイメージを示した上

で） 

※上記チェックリスト 2 種類をご覧い

ただいた上で、ご質問にお答えください 

 見られない方は、※こちらをクリック

※より、別ウインドウにてご確認くださ

い 

このような手法は、日々のケアマネジ

メントの各場面において参考になると

思いますか。各設問のご自身のお考

えに近い選択肢をご回答ください。 

 

1）本人や家族との関係構築、相談

援助 

2) 他の専門職からの情報収集や

意見聴取 

3) 非専門職からの情報収集や意

見聴取 

4) (再)アセスメント（情報収集・整

理、分析、課題抽出） 

5) ケアプラン（案）の作成 

6) 利用者やその家族等への、ケア

プラン内容の説明、合意形成 

7) 非専門職を交えたアセスメントや

ケア内容等の検討・共有 

8）本人及び家族の生活の目標実

現に資するモニタリング 

9) 他の専門職とのアセスメントやケ

ア内容等に関する検討（退院前の

カンファレンス、サービス担当者会議、

地域ケア会議など） 

10) 事業所内外での事例に基づく

検討（所内の事例検討会、地域ケ

ア会議など） 

マ ト リ

クス 

□とても参考になると思う 

□参考になると思う 

□あまり参考にならないと思う 

□全く参考にならないと思う 
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設 問

番号 
設問文 

回 答

形式 
選択肢 

49 日々のケアマネジメントにおいて、この

チェックリストを使いたいと思いますか。 

SA □使ってみたい 

□使いたくない 

50 （前問で「使いたくない」と回答した

方に対して） 

どのような条件であれば使いたいと思

いますか。 

MA □業務に余裕があれば使う 

□事業所での導入が決まれば使う 

□チェックリスト使用に対して加算が算定されるので

あれば使う 

□介護支援専門員の法定研修で取り扱われるな

らば使う 

□項目がさらに簡素化されれば使う 

□その他（       ） 

□上記のような条件があっても使いたくない 
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